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【本日の会議に付した案件】 

日程第１．一般質問 

 

 

午前１０時００分 開議 

 

副議長（小林裕和君）   おはようございます。 

    議員の皆様、また、町当局の皆様には、おそろいで、ご出席を賜り、誠に御苦労さまで

ございます。 

    12 月に入り、日中は暖かい日差しもありますが、日一日、ずっと冷たい風が増してくる

ようになりました。体調の管理には十分気をつけていただきたいというふうに思います。  

    本日、明日は、一般質問であります。質問者におかれましては、質問趣旨をまとめ、論

点を明らかにして、熱い議論を展開していただけるよう望みます。  

    本日、石堂議長より入院治療のため本日の会議を欠席する旨の届出が提出され、受理し

ており、議長が欠席されていますので、地方自治法第 106 条第１項の規定により、副議長

の私が議長の職務を行いますので、よろしくお願いいたします。 

    ただ今の出席議員数は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。  

    なお、傍聴者におかれましては、傍聴中に守るべき事項を遵守いただき、静粛に傍聴い

ただきますよう、お願いします。 

    それでは、直ちに日程に入りますが、議員席の一部変更等について報告します。  

    議会でも新型コロナウイルス感染防止対策を実施しています。議場における３密を避け

る取組として、議員席の間隔を広く取るために仮設席を設け、３人席の岡本安夫議員と千

種議員に席の変更をお願いしています。 

    また、当局についても説明職員の出席を最少人数とし間隔を広げて着席いただいており

ます。 

    議場内では原則マスクの着用をお願いしていますので、ご理解をお願いします。  

    なお、質問席並びに答弁席にはアクリル板を設置し飛沫の飛散防止対策を行っています。

発言者並びに答弁者のマスクの着用については、各自の判断で対応をお願いします。 

    それでは、日程に入ります。 

 

 

日程第１．一般質問 

 

副議長（小林裕和君）   日程第１は、一般質問であります。 

    ９名の議員から質問の通告を受けておりますので、通告に基づき順次、指名します。 

    まず初めに、８番、岡本義次議員の発言を許可します。 

 

〔８番 岡本義次君 登壇〕 

 

８番（岡本義次君）    ８番議席、岡本義次でございます。 

    師走に入り、あと 20 日余りで、令和４年に向かうことになります。急に冷え込んでまい

りましたので、皆様、風邪など引かれないように、ご注意をお願いしたいと思います。  

    コロナで２回接種した人が、大分落ち着かれて旅行とか飲食もゴーが出たんですけれど、

また、新たに、オミクロンという第３の強敵が現れまして、世界的に、また、後戻りする

ような格好になっております。 
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    亡くなる方は、少なくはなっておりますけれど、亡くなられた方にご冥福をお祈りしま

すと同時に、医療従事者、インフラ、そして、役場の皆様には、御苦労をかけております

ので、ありがとうございます。お礼申し上げます。  

    本日は、不登校の対策はできているのかということで、この席からさせていただきまし

て、２つ目の笹ヶ丘荘の今後はどうするのかという２問につきましては、議員席からの質

問とさせていただきます。 

    今、全国で、不登校の小中学生が 19 万 6,127 人いると新聞に出ております。 

    昨年と比べていうのは、昨年じゃなくて、平成の 17 年ぐらいは、その推移で、小学生の

分が 2,400、2,500 ぐらいでいっておりましたけれど、そして、この令和になりまして、急

に 7,400 ぐらい、３倍近くには増えてきておりますので、昨年というのを、ちょっと、変

更というのか、直させて、訂正させていただきます。  

    小学生が３倍に増えているということが、近くなっておるということでございまして、

佐用町では、小学、中学生で不登校の児童、生徒は何人いらっしゃるのか。 

    そして、次のことを、教育長に伺っていきます。  

    １つ、どんな理由で休んでいるのでしょうか。  

    ２つ、いつから休んでいるのですか。 

    ３つ、どこの学校なのか。氏名は聞きませんが、分かれば教えていただきたいと思いま

す。 

    ４、今後、どんな対策をしていくのでしょうか。  

    ５つ、各児童・各生徒は、先生との、そういう毎日連絡帳をつくって、交換をしておる

のでしょうか。 

    ６つ、いじめは、小学、中学生で 19 年度 60 万人、20 年度 59 万人と多くのいじめがあ

りますと、佐用町の場合は、どんなんでしょうか。佐用町の小中学はどうなっているので

しょうか。 

    ７つ、どういう対策を取っておりますか。そこらへんについて、伺っていきます。  

    よろしくお願いしたいと思います。 

 

副議長（小林裕和君）   はい、浅野教育長。 

 

〔教育長 浅野博之君 登壇〕 

 

教育長（浅野博之君）   それでは、町内の小中学生の不登校の状況とその対策についてのご

質問にお答えいたします。 

    今年度、１学期末の時点で、10 日以上になっている児童生徒を不登校としていますので、

それに従って答えさせていただきます。 

    現在、町内の不登校の児童生徒数は、中学校では 14 人、小学校ではゼロです。 

    また、プライバシー保護や様々な観点により、学校ごとの人数の公表は、この場では控

えさせていただきます。 

    また、いつからかということですが、個々によって違いますので、小学校からの子もい

ますし、その学年によって、ここからという形が多いという傾向もありませんので、小学

校から、中学校から、個々によってバラバラですので、ちょっと、一概には言えません。  

    また、各学校と教育委員会では、効果的な不登校支援につなげるためにも、個々の不登

校児童生徒の不登校のきっかけや継続理由についての的確な把握に努め、その原因を分析

しています。しかし、不登校になっている理由は、個々によって様々で、無気力、不安感、

学力不振や学習意欲の低下、対人関係から精神的に不安定になっているケース、家庭環境
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の影響、起立性調節障害と診断されたことなどが挙げられます。複数の要因が関係してい

る場合もありますので、児童生徒本人にもその原因がよく分からないということもありま

す。全ての学校で、不登校の児童生徒と先生との連絡帳をつくってやりとりをしているわ

けではありませんが、個々の児童生徒や保護者の意向を尊重しながら、定期的に家庭訪問

や面談をして学校の様子を伝えたり、家庭での様子を聞いたりして丁寧に対応しておりま

す。 

    不登校児童生徒への支援については、義務教育の段階における普通教育に相当する教育

の機会の確保等に関する法律と、その基本方針に基づき、魅力のある学校づくりや児童生

徒の学習状況等に応じた指導・配慮を実施しているところです。また、体験学習等を通し

て、自己肯定感や自己有用感を育み、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的自

立に向けた支援を組織的・計画的に行っています。適応指導教室とも積極的に連携し、校

内支援体制の整備や教員間での情報共有と共通理解を大切にしています。  

    不登校児童生徒と同様、不登校傾向の児童生徒についても、早い段階からの養護教諭や

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、関係諸機関との連携による教育相

談体制を充実させ、教員や保護者を対象とした学習会や支援に関する情報提供も含めて

個々の児童生徒の状況に応じた必要な支援を推進しています。 

    不登校は、取り巻く環境によっては、どの児童生徒にも起こりうるものとして捉え、不

登校というだけで問題行動であると受け取られないよう配慮し、支援に当たっては、児童

生徒の意思を十分に尊重しながら行っていきます。  

    次に、町内の小中学生のいじめの状況とその対策についてのご質問にお答えいたします。 

    町内の学校でのいじめ認知件数は、平成 30 年度、小学校は 14 件、中学校は 12 件。令

和元年度は、小学校で 28 件、中学校で 21 件。令和２年度は、小学校で 13 件、中学校で

17 件でした。今年度は 10 月末までで、小学校で４件、中学校で６件のいじめを認知して

おります。 

    いじめ事案の内容については、「冷やかしやからかい、悪口、嫌なことを言われる」「軽

くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする」というものがほとん

どです。中学校では、「パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる」という事

案もありました。 

    いじめを漏れなく認知するためには、町内の全ての教職員が改めて、いじめ防止対策推

進法におけるいじめの定義を確認し、積極的な認知を行うとともに、学校を挙げて早期発

見に向けた取組を行うことが重要です。 

    兵庫県では、いじめの認知件数が多い学校について「いじめの初期段階のものも含めて

積極的に認知し、その解消に向けた取組のスタートラインに立っている」と極めて肯定的

な評価をしております。佐用町教育委員会においても、県が実施している月別問題行動調

査を活用し、各校のいじめの認知件数を毎月確認するとともに、認知件数がゼロの学校に

対しては積極的な認知が図られているかどうかの確認を行っております。 

    各校では、いじめの実態を早期に発見するため、いじめに関する項目を入れた生活アン

ケートを学期ごとに実施しています。そのアンケートについても複数の職員でチェックし

たり、気になる点があれば、児童生徒と面談して事実確認をしたりするなど、丁寧な対応

を心がけています。不登校の対応と同様に、全職員で情報を共有し、関係諸機関と連携し

た組織的な対応ができる体制づくりをしております。 

    また、いじめの防止等のための対策については、いじめの早期発見や対処と併せて、未

然防止に積極的に取り組むことが重要だと考えております。 

    「特別の教科 道徳」を要としたすべての教育活動を通じた道徳教育の充実を図ることや、

ソーシャルスキルトレーニングなど成長を促す生徒指導も取り入れております。 
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    このいじめの未然防止の取組が確実に成果を上げるためには、学校の教職員が児童生徒

と向き合うための時間を確保することが必要ですので、引き続き、学校における働き方改

革や業務改善の取組も推進していきたいと考えております。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔岡本義君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    今、教育長からいただきました不登校の、この 10 日というのは、全

国的に、これは佐用町も一緒の 10 日という基準なんでしょうか。これが１つ。 

    それから、２つ目は、不登校の数、中学生が 14 人、小学生ゼロとおっしゃいましたけれ

ど、これは、いわゆる令和３年度の分での数なんでしょうか。前年度とか、そのもう１つ

前、そこらへんと比べたら、どんなんでしょうか。そこらへんの２点についてお伺いしま

す。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   10 日ですが、これは兵庫県の日数に従って、私たちは、ずっと、認

知しておりますので、それが全国的かどうかは、ちょっと、私の今のあれでは、ちょっと、

分からないんですが、１学期末で 10 日、２学期末で 20 日、１年間を通しては 30 日を超

えた場合に不登校として認知をしております。  

    先ほど、申し上げた、中学校で 14 人、小学校はゼロというのは、今年度１学期末、８月

末までの現在の状況ですので、それから、今、２学期入っていますので、２学期末ではど

うなるかは、また、ちょっと、人数が、まだ、確定していないところでございます。  

    それから、前年度は、どうかというご質問ですが、昨年度も同じ大体の人数、14 人にな

っております。小学校は１名、中学校は 13 名という形で、例年、若干の数の多い少ないは

ありますけど、大幅に増えるとか、そういうことはないです。以上です。  

 

〔岡本義君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    全国ということで、19 万 6,000 人からいらっしゃるんですけれど、

佐用の数としては、中学校で 10 人とか、小学校で１人、ゼロということでございます。そ

うした場合、若干、少なくて、ほか全国平均と比べたら、いい方向なのかと思っておりま

すけれど、私は、やはり小学校や中学校で、学校へ行かなかったら、親はもちろんのこと、

おじいさん、おばあさんにしても、大変、やっぱり心配なことでございますので、やっぱ

り、元気になって、学校へ行ってもらいたいという気持ちが誰もが持っておることでござ

います。子供は、国の宝でありますので、元気な子にしてやってほしいというのは、そう

いう願いでございます。 

    それと、私は、提言するんですけれど、今、教育長は、100 均へ行ったらノートあります

ので、何月何日、どういうことがあったということを、生徒に全部書かせて、こういうこ
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とが、今日、いろいろ楽しかったことあった。そして、こういういじめもあったというこ

とを、全部、各１冊ずつ持たせてくださいよ。そしたら、それぐらいは、みんな、予算、出

しますからね、ほな、早期に発見することができます。ですから、それが見たら、親も見

て、先生も見て、子供が、そういうこと書いてしておったら、いち早く、確認いうんか、見

つけることができますので、ですから、私は、これはぜひやってほしいと思います。 

    それから、各子供によって、いろいろ状態が不登校のことでも、それから、いじめのこ

とでも、いろいろ状況なり、子供によって変わるんですけれど、私、思うんですけれど、

また、これも提言するんですけれど、人間といったら、食べることとか、それから、運動

したり、そして、いろいろなあります。 

    ですから、子供の時に、とにかく運動させて、どんどん、どんどん、ほなお腹がすくと、

ほな食事をする。ほな、夜もぐっする眠れる。そしたら、そういう、いろいろなことを思

わんでも、学校へ行くような元気になると思うんですけど、そこらへんは、どんなように

お考えでしょうか。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   今、全国的に増えているというお言葉がありましたが、佐用町も過

去においては、平成も前のほうから比べたら増えているというふうには認知はしておりま

す。 

    その原因としては、この間も、播磨西管内の人数が昨年度 1,400 ぐらいというふうに言

われました。その原因の一番多いのは、原因が分からない。やっぱり無気力とか、不安感

というので、原因が分からないから、手立てのしようがないという、そういう、ちょっと

悪循環に陥っているところもあります。 

    １人１冊のノートという、それぞれ個別の気持ちを量るには、こういうノートが必要だ

と。小学校でも連絡帳、中学校では生活ノート等がありますので、そこに簡単にコメント

を中学生も書く。３行、４行ですが、そういったものを持っておりますので、そういった

ところで、日々の把握はできる場合も１つはありますし、不登校生については、やはり個々

によって、ちょっと、違いますので、場合によっては、今学校に行こうという呼びかけを

すべきでないという専門家の意見もある子もおりますので、やっぱり、そのノートを持た

せること自体が、やっぱり苦痛を感じる子もおりますので、やっぱり、その子に応じた面

談であるとか、そういった対応をしていかなければいけませんので、一概に、こうノート

を全員に持たせてという形ではね。 

    ただ、やっぱり、何らかの形では、接触いうのか、意思疎通はしていかなあかんとは思

っております。 

    それから、たくましい体ということで、学校教育においては、知徳体、知識、それから、

徳育、豊かな心を養う。それから、たくましい体を育てる。この３つについては、しっか

りやっていこうと考えておりますので、学力をつける。それから、豊かな心を育成するた

めに道徳教育や学校教育の全般を通して、いろんな体験活動を通じて、豊かな心を養って

いくとか、それから、体育や、いろんな体験活動でたくましい体をつくるとか、そういっ

たふうに考えておりますので、たくましい体をつくるということについても、賛成という

か、そういう取組はしております。 

 

〔岡本義君 挙手〕 
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副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    今、教育長がおっしゃった、連絡帳いうのは、全部の者が、それを持

っておるんでしょうかいうのが、１点。 

    それから、私は、自分の子育ての中で、娘が２つの時から武庫川の甲子園口に住んでい

まして、武庫川の河川敷へ連れて行って、毎日、20 分ほど、みんな走らせました。ですか

ら、あらゆる、いろいろなスポーツをさせまして、長男でも野球しないと言って、３度泣

いて帰ったんですけど、引きずって行ってでも、３回、野球やらせるようにしたりして、

やっぱり、元気な子にさせておかんとあかんということで、そういうふうに、元気であれ

ば、自分が勉強をやると思った時には、自分から、多分、晩、遅くまで起きてでも勉強す

ると思うんですよ。 

    ですから、やっぱり、元気で、お腹がすいたら、ほな何でも食べる。そしたら、ぐっすり

快眠というのか、眠れる。そしたら、そういうことを、もやもやしたことも考えずに、ま

た、学校へ行ってくれるんじゃないかと、このように思っておるんですけれど、そこらへ

んについては、教育長は、どのようにお思いになられますか。  

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   連絡ノートですが、小学校においても、次の日の連絡を、個々に小

学校は自分で書いて、それから、中学校も自分で書いて、持っておりますので、  

 

〔岡本義君「１人ずつ１冊」と呼ぶ〕  

 

教育長（浅野博之君）   はい、１冊ずつ持っておりますので、そういう連絡帳は、必ず持っ

ております。 

    それから、運動についてですが、私も、運動は賛成だと思いますし、例えば、小学校で

言えば、業間休み、30 分ありますので、その時ぐらいは、外に出て、しっかり外で遊ぶと

か、そういった機会は、やっぱり大事にしたいなというふうには考えております。  

 

〔岡本義君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    そういうことで、運動を、昼の時間とか、音楽をかけて元気な子は

10 周しようと。そして、体の悪い子は２、３周歩いてでも回ると、そういうふうに、とに

かく、そういう運動して走ったりして、元気にたくましい子にしていただきたいと、そし

たら、元気になって、そういう不登校も少なくなると思いますし、それから、いじめも、

やっぱり、そういう運動の中で、みんな協調性保たれて、仲良くしていくような方向にな

ると思います。 

    前にも言いましたけれど、子供は国の宝であり、家庭の宝物でございます。家で、学校

へも行かないということであれば、お父さん、お母さん、おじいちゃん、おばあちゃんや

大変心配されることでございますので、その子によって、状況は変わってきますけれど、
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先生方、大変苦労されると思いますけれど、１日も早く元気になって、不登校が少しでも

なくなり、そして、いじめも少なくなって、みんな楽しく、そして、一緒に勉強、運動でき

るようにしてやっていただきたいと思っております。  

    この件につきましては、以上といたします。 

    ２問目に入らせていただきます。 

    笹ヶ丘荘の今後は、どうするのかという問いでございますけれど、笹ヶ丘荘は、コロナ

禍で、今年度の収支も落ち込んでおると思います。我々が地域に説明に行った時に、町民

からよく聞かれることでございまして、佐用町では、こういう施設が少なく、我々議員は、

町長から聞いたりして、よく分かりますが、町民は、それが分かりません。  

    そこで、次のことを伺っていきます。 

    １つ、令和元年、２年度の一般会計からの繰入れは幾らだったのか。 

    ２つ、今年度の見込みはどれくらいになるのでしょうか。 

    ３つ、少しでも回復のための施策はあるのでしょうか。  

    ４つ、提言しますが浅瀬山城の登山道が町のハイキングコースになっております。途中、

道路がちょん切れて、崩れて、ロータリーや４駆では、以前、登ることができておりまし

たれど、現在は、できない状態でありまして、途中、階段もつくっていらっしゃるんです

けれど、きつくなって、年寄りの方だったら、ちょっと、危ないようなところがあるんじ

ゃないか思います。それらについても、どうしていくのか。  

    ５つ、私は、ほっとネット３７３のメンバーに入っておりまして、笹ヶ丘のどこかにフ

ジバカマを植えアサギマダラの蝶を呼び込んだりして、浅瀬山のハイキングコース両サイ

ドに山桜や紅葉を植え、そして、何年かかかってでも協力していきたい。そして、ハイキ

ングに来た方が、アサギマダラを見に来た人たちや、笹ヶ丘荘を利用して、お風呂に入っ

たり、食事や土産を買ってもらったりすれば、少しでも、お客を呼べると思うんですけれ

ど、その点については、どうでしょうか。お伺いいたします。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、岡本議員からのご質問にお答えをさせていただきます。  

    先に、今、教育長のほうから、学校の問題、子供たちの課題について、答弁をさせてい

ただきましたけれども、本議会におきましては、今日、明日、２日間にわたりまして、９

名の議員の方から、質問の通告をいただいております。ひとつ、それぞれ、また、答弁さ

せていただきますけれども、よろしくお願いしたいと思います。  

    それでは、岡本議員からの笹ヶ丘荘の今後についての問題について、お答えをさせてい

ただきます。 

    １点目の令和元年度、２年度の一般会計からの繰入れは幾らであったのかということで

ございますが、繰入金の額につきましては、９月議会の決算委員会で既に、報告をしてお

りますように、令和元年度が 3,750 万円余り、令和２年度が 7,400 万円余りとなっており

ます。令和２年度につきましては、新型コロナウイルス感染症対策として、空気清浄機能

付きエアコンやオゾン除菌脱臭機、パーテーションの整備などで 1,700 万円余りを要して

おりまして、実質、一般会計からの繰入金は 5,700 万円余りとなっております。 

    特に、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、緊急事態宣言が発出さ

れたことから、21 日間、全館営業を中止するなど、利用制限を行いながら営業をしてまい

りました。特に、全国的な感染拡大により緊急事態宣言等が発出され、団体宿泊のキャン
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セルが多く出たことや宴会のとりやめなど、１年間を通じて大きな収入減となっておりま

す。 

    ２点目の今年度の見込みはどれぐらいになるのかということについてでございますが、

今年度も緊急事態宣言が発出されたことから 114 日間、お風呂や団体宿泊客の営業を中止

するなど、利用制限を行いながら営業を行ってきた影響によりまして、大きな収入の減と

なっております。 

    緊急事態宣言が９月 30 日に解除された以降は、少しずつではありますが、サッカーの合

宿などの団体客や法事などの予約が入ってきており、令和２年度より利用全体で４割程度

の増加を想定をしておりまして、一般会計からの繰入金は、約 4,500 万円程度になるとい

うふうに見込んでおります。 

    ３点目の少しでも回復のための施策はあるのかということについてでありますが、空気

清浄機付きエアコンやオゾン機能付き脱臭機、パーテーション等の整備、また、この９月

にはマイクロバスに空気清浄機を取りつけるなど、利用者に安心してご利用いただける設

備を整えてまいりました。 

    また、新型コロナ対策適正店認証店舗として認定をされるなど、感染対策が十分にでき

ていることなどをＰＲしながら、安全・安心な施設として利用者数の回復に向けて努めて

まいりたいと考えております。しかしながら、コロナの影響による生活スタイルの変更に

より、団体での旅行や宴会は、しばらくの間、元の状態に戻ることは見込めませんので、

例年、ご利用いただいておりますサッカー合宿のクラブチームや、その関連で新たな利用

をいただいたチームに直接出向いて、施設への要望を伺うなど、ご利用団体のニーズに対

応できる施設を目指すとともに、平日限定の少人数での宴会付き宿泊プランや大学生向け

の合宿プランを設定するなど、新規顧客の獲得に向けた営業活動を継続してまいりたいと

いうふうに考えております。 

    また、智頭急行と連携を取って、笹ヶ丘公園や飛龍の滝、平福の街並みなどの魅力を PR

しながら、誘客を図るなどの新たな取組も行ってまいりたいというふうに考えております。 

    ４点目の浅瀬山城の登山道が途中で切れて、車で登ることができず、階段もきつく老朽

化しており高齢者は危ないがどうするのかということでございますが、笹ヶ丘荘ログハウ

スの裏側から浅瀬山城跡に続く登山道は、平成 21 年の大水害の際に、大規模な土砂崩れに

よって約 20 メートルの間が寸断をされました。その後、兵庫県の治山事業によって、谷止

工としてコンクリート堰堤及び山腹工として５段に及ぶかご枠土留工が施工をしていただ

いて、現在に至っております。 

    大規模な土砂崩れのあった箇所は、かご枠土留工での対応しかできず、昔あったルート

を復元できなかったために、新たなルートとして、約７メートルの階段と手すりを設置を

いたしました。手すりは、金属製ですが、階段部分は木材であったために、腐食したとこ

ろから補修をしてまいりましたが、数年前に笹ヶ丘荘職員により擬木を使った階段に改修

をして、引き続き安全にご利用をいただいております。 

    車の通行については、もともと登山道の管理作業のみの便宜上使用していた程度あり、

安全に利用できる道ではございませんので、今後も車での通行は考えておりません。  

    登山道の管理については、笹ヶ丘荘職員が草刈り機やチェーンソーを背負って上がり、

伐採や草刈りを行っております。また、不定期ではありますが、佐用ハイキングクラブに

よる草刈り作業も実施をされております。 

    一般的なハイカーや山歩きを楽しまれる方であれば、普段着で、また、運動靴でも登っ

ていただけると思いますが、笹ヶ丘荘が繁忙期で手が回らない時期は、一時的に草が伸び

ている時もあろうかとは思いますけれども、できる範囲で管理作業は続けてまいります。 

    ただし、この山は極めて石の多いところがありまして、笹ヶ丘荘の管理においも落石対
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策については、大変注意している場所でありますので、登山道上には、石がたくさん落ち

ており、これを取り去ることは、不可能でありますので、一般的なハイキングや山歩きと

同様に足元には十分注意して楽しんでいただけたらというふうに思います。 

    ５番目のボランティアによる樹木の植栽やアサギマダラ蝶の餌となるフジバカマの栽培

によってお客を呼べればと思うがどうかというご質問でありますが、毎年、職員により、

笹ヶ丘公園や登山道の桜や紅葉の植栽作業を行っておりますが、小さな苗木を植えるだけ

では鹿に全て食べられてしまうために、ある程度の大きさの苗木と、また、植えた苗木の

約１メートル四方に高さ２メートルほどのワイヤーメッシュをしっかりと設置して、鹿か

らの食害から守るという、大変、手間と費用のかかる作業が必要でありますが、それをボ

ランティアでやっていただけるということであれば、非常に、大変ありがたいことであり

ます。 

    また、アサギマダラ蝶については、本年、平福において住民有志によりフジバカマを培

され、それに集まる蝶を目当てに多くの方が訪れられたということでありまして、ボラン

ティアによる笹ヶ丘での栽培につきましても、笹ヶ丘荘及び公園の宣伝と集客に、少しで

も結びつく取組としていただけたらというふうに思います。  

    以上、ご質問に対するこの場でのお答えとさせていただきます。  

 

〔岡本義君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    平福の一番奥のところで、このアサギマダラ、蝶を呼ぶために、ほ

っとネット３７３のメンバーが、そういうフジバカマを植えたりして、また、延吉の途中

で、そこにも同じように、フジバカマを植えて、アサギマダラがたくさん飛んできて、大

勢の方がカメラやビデオを持って写しに来られました。  

    それで、私も、ちょっと行って見ておりましたけれど、やはり、こういう１つの、こう

いう策が、やっぱり、みんなが、あっちやこっちからお見えになりますので、協力します

ので、笹ヶ丘の滑り台の、前、途中から切れていますけれど、出発点のところとか、それ

から炭を焼きよったとこありますね、ああいうふうなとこへ、こういうやつ植えたらいい

と思うんですけけれど、商工観光課長は、どのようにお思いでしょうか。  

 

〔商工観光課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   真岡商工観光課長。 

 

商工観光課長（真岡伯好君）  フジバカマを植えることで、アサギマダラが非常にたくさん集

まった、それに、今度、お客様がたくさん来ていただけるというのは、平福でも、実際、そ

ういうことになっておりまして、私も何度か行かせていただいて、非常にきれいなアサギ

マダラのちょうちょの姿に、感動をしたところでございます。  

    そういった関係で、町長も申し上げましたとおり、それを植えていただけるというのは、

非常にありがたいことでございますので、また、ボランティアの皆様と施設のほうと、十

分相談をしながら、一番ふさわしい、また、お客様に喜んでいただけるような、また、管

理のしやすい場所に、植えていただけるように、そのへんにつきましては、十分なご相談

をさせていただいたらというふうに考えております。  
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〔岡本義君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員。 

 

８番（岡本義次君）    どう言うんですか、ほっとネット３７３の、私も入っておるんです

けれど、そのメンバーは、国道 373 号線の赤穂、上郡、佐用、大原、智頭の沿線が、少し

でも元気になるように、昔、前ですけれど、災害のあった時に、テクノで、自衛隊と皆さ

んに豚汁をふるまったり、おにぎり、お結びを提供したり、それから、武蔵が釜坂峠通っ

て、お母さんに、平福へ会いに来られた、その道路を、美作の方たちと一緒に、道路を整

備したり、そこでまた、ベンチをつくったり、そういうふうな取組を、実際、やっており

ます。ですから、これも、そういう、今、町長、おっしゃったように、そういうボランティ

アでしていただけるのならいうことでございますので、そういう、我々の、そのメンバー

が、いっぺんにはできなくても、４年、５年、かかってでも、そういうふうに、ずっと整備

して、笹ヶ丘が、ちょっとでもよくなって、お客さんが少しでも増えて、そういうことに

結びついて、大勢の方が、佐用に見えてくるということは、町のにぎわいにもなりますし、

そこで、また、笹ヶ丘で食事してもらったり、土産買ってもらったりすれば、少しでも、

大きな足しにはならんかも分からんけれど、やっぱり、そういうことを、やっぱり、やっ

ていきたいと思っております。 

    ですから、今、紅葉とか、山桜の養生いうんですか、各自のメンバーの中で育ててもら

っておりますので、その育てた木を、また、一緒に、笹ヶ丘の方と、どこへ植えたらええ

とか、どこへこういうふうにしらええんじゃいうことを、また、商工観光課長、今、おっ

しゃったように相談しながら、取り組んで、少しでも笹ヶ丘の一帯がよくなるように思っ

ておりますので、よろしくお願いしたいと思います。  

    このことにつきましても、以上といたします。  

    それから、この表つくっていただいて、ありがとうございます。この表見ていただいた

ら分かるように、大分、道路も荒れたり、いわゆる、ちょん切れたところもありますし、

この植栽についても、石がゴロゴロしたりして、ちょっと難しい面もありますけれど、こ

ういうやつを手配していただいて、そして、皆さんも確認していただいておりますので、

少しでも、これらがスムーズにハイキングコースの１つとして、皆さんが、ちょっとでも

訪れていただいたら、笹ヶ丘でも時期によっては、朝霧とか雲海も見える時があるんです。

ですから、ぜひ皆さんも登っていただいたらと思っております。  

    私も正月に、子供や孫が戻った時に、一緒に上まで登ったりして、そういう、よく存じ

ておりますので、少しでもよくなればと思っておりますので、また、皆さんも、職員や議

員の皆様も登っていただいたらと思っております。以上です。  

    以上で終わります。 

 

副議長（小林裕和君）   岡本義次議員の発言は終わりました。  

    続いて、３番、加古原瑞樹議員の発言を許可します。 

 

〔３番 加古原瑞樹君 登壇〕 

 

３番（加古原瑞樹君）   ３番議席、加古原瑞樹でございます。  

    今回の私の一般質問は、こころの健康を守るためにということで、通告書に基づき、質

問をさせていただきます。 

    近年、経済発展、技術革新により、私たちの生活は物質的には豊かで便利なものとなり
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ましたが、一方で家庭や地域社会における人間関係の希薄化や社会・経済構造の変化に伴

い、子供たちは不登校や、ひきこもり、若い世代では育児不安やうつ病、高齢化社会によ

る孤独など、どのライフステージにおいてもストレスによる、「こころの病気」が増加して

います。 

    ストレスは一見、こころの問題だけのように感じますが、身体にもそれに伴う様々な変

化が生じます。その結果、不眠や摂食障害など多種多様な症状を引き起こし、心臓病など

重篤な症状に結びつく要因にもなります。 

    また、最悪の場合うつ病などにより、自らの命を絶つ事態にもつながります。 

    最近では、新型コロナウイルス感染症拡大による、度重なる緊急事態宣言の発令に伴い、

他人との接触を避けて自宅に閉じこもりがちな生活を余儀なくされています。その結果、

通常の生活習慣が失われ、かつて経験をしたことのないストレスにさらされています。 

    また、一部の感染者や医療関係者は、いわれのない偏見や非難にさらされるなど、ここ

ろが疲弊する状況が続いています。 

    こうしたストレスの要因が増えたことにより、自殺者も 2019 年度と比べて 2020 年度は

増加しており、メンタルヘルスの対応が喫緊の課題となっています。 

    そこで、本町で生活されている全ての皆さんの「こころの健康」を守るため、どのよう

な取組をされているのか、お伺いしたいと思います。  

    ①、役場内での職員のメンタルヘルスの現状と取組は。 

    ②、コロナの影響など、子供たちの心の状況をどの様に捉え対応されているのか。  

    ③、町民の心の健康を守るために、どのような取組をされているのでしょうか。 

    以上、この場からの質問とさせていただき、再質問は所定の席から行わさせていただき

ます。よろしくお願いします。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、加古原議員からのご質問であります、こころの健康を守

るためにという点について、お答えをさせていただきます。  

    まず、①点目の役場内での職員のメンタルヘルスの現状と取組についてでありますが、

職員のメンタルヘルスの現状といたしましては、メンタルの不調を訴える職員やメンタル

不調により長期的な療養休暇を必要とする職員が現在もいるのが現状でございます。  

    次に、心の健康を保つための定例的な取組といたしましては、職員の代表者で構成をさ

れた安全衛生委員会を毎月開催をして、職員の時間外勤務の状況やメンタルを含めた健康

状態等について協議をし、産業医であります尾﨑先生に、ご指導をいただいております。

また、安全衛生委員会での協議結果につきましては、庁内メールを活用して、職員全員が

共有できるように公表をしております。 

    また、毎年実施している職員健診においては、ストレスチェックを実施をして、職員の

ストレスの状態を客観的に判断をし、気づきを得る機会として利用をしております。 

    次に、その他の取組といたしましては、姫路市が中心となり播磨地域の市町で構成して

いる播磨自治研修協議会では、毎年、メンタルヘルスラインケア研修やメンタルヘルスタ

フネス研修が実施され、本町においても毎年数名の職員に受講をさせております。 

    また、庁舎内で実施をしております職員研修においても数年ごとにメンタルヘルス研修

を行っておりますが、今年度の実施について現在、検討をしている段階でございます。 

    次に、２つ目のコロナの影響など、子供たちのこころの状況をどのように捉え対応され
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ているのかというご質問でございますが、これは、教育現場、子供たちの問題でありまし

て、本来、町長ではなく、教育長が答弁するほうが適切かもしれませんけれども、そうし

た健康の問題、全体の町民の問題でもありますので、引き続き、私のほうからお答えをさ

せていただきたいと思います。 

    ご指摘のように、佐用町においても、少子高齢化や核家族化が進んで、子供たちにおい

ても、様々な課題や問題を持つ子供が増加をしている傾向にあるというふうに思います。 

    文科省が進める令和の日本型学校教育の中でも、子供の多様化が課題の１つに挙げられ

ておりまして、個に応じた適切な指導・支援の重要性が示されているところでございます。 

    このたびの新型コロナウイルス感染拡大では、子供たちが楽しみにしていた多くの学校

行事が変更されたり、中止になったりと、様々な教育活動に制約があったことで、子供た

ちの心にも大きなストレスがかかったというふうに考えられます。 

    また、義務教育期間、この９年間というのは、子供たちにとって、学級内や部活動での

対人関係、学習面での不安や悩み、家庭環境の問題など、子供たち一人一人が様々な悩み

や不安を抱えながら成長している期間でもございます。 

    こうした多感な成長期を、学校においては子供たちを複数の視点で丁寧に観察をし、子

供たちの話をしっかりと聴き、その心に寄り添いながら、個に応じた支援を進めることが

重要であるというふうに考えます。 

    また、コロナにより参観日や学級懇談会が減ったことで、教師が保護者と対面する機会

も減りましたが、家庭とは連絡帳のやりとりや電話連絡、また、家庭訪問を行うなどして

保護者が気軽に相談できる信頼関係づくりに心がけているところでございます。状況によ

っては、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが相談に乗ったり、心の健

康づくり相談や医療機関へつなぐなど関係機関との連携も図っております。  

    日々の学校生活においては、毎日の健康観察と心身の状態を注意深く観察するよう心が

けておりますが、気になることがあれば、校務支援ソフトに記録をして、職員会議等で情

報の共有化を図り組織的な対応につなげています。また、定期的に心とからだのチェック

シートや生活アンケートを実施するとともに、個別の面談を行うなどしながら、子供たち

のストレスサインや SOS を早期にキャッチするように努めているところでございます。 

    今後も、コロナ感染拡大防止の対策を継続をしながら、心に課題を抱えた子供たちに対

しましては、その心に寄り添いどんな支援がその子供にとって適切なのかを十分検討し、

教育委員会や教職員が一体となって対応していかなければならないというふうに考えおり

ます。 

    最後のご質問でございますが、町民のこころの健康を守るために、どのような取組をし

ているのかということについてでございますが、まず、佐用町の自殺者数の現状は、平成

30 年が８名、令和元年が２名、令和２年は３名というふうになっておりますが、いろいろ

な原因があろうかと思いますが、新型コロナウイルス感染拡大を要因とした因果関係は、

特に認められませんでした。 

    佐用町における取組でございますが、令和２年度に佐用町第２次自殺対策計画を策定を

して、年間自殺死亡者数を限りなくゼロに近づけることを目標として、自殺防止に向けた

取組を推進しております。 

    まず、自殺予防対策連絡会を年３回開催して、庁舎内の各課においてリスクに気づいた

時には、保健師につなぐなどネットワークを強化し、包括的な町民の支援体制を整えるよ

う努めております。 

    町民への周知や啓発として、こころの健康づくり講演会を実施をしたり、窓口やトイレ

にチラシや、ポケットサイズのパンフレット等を置くなどの啓発活動も行っております。  

    さらに、ライフサイクルに応じた相談事業を実施しており、産後うつ相談、乳幼児発達
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相談、小中学生を対象にこころの健康づくり相談、こころのケア相談を、臨床心理士や精

神科医などの専門職による相談も実施をして、支援を必要とする多くの方へご利用をいた

だいているところでございます。 

    加えて、保健師が相談後のフォローも行い、日々の活動の中で相談等に応じて必要なサ

ービスや、関係機関にもつなげておりまして、そうした非常に悲しい、最後、そういう事

態が起きないようにということで、いろいろな対策に努めているところでございます。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   ありがとうございます。 

    こころの健康をということで、今回、させていただくんですが、年齢的にも幅広い質問

になっております。今回、３点、させていただいていますので、それぞれ、分けて、質問さ

せていただきたいと思いますが、役場の職員の皆さん、まず、こちらのほうのメンタルヘ

ルスでありますが、通常でも業務が多い中、新型コロナウイルスの感染症拡大、それから、

災害の対応など、業務量が増加傾向にあるというふうに思います。  

    総務省のほうが、今回、全自治体の職員のこころの健康を守ることが急務だというふう

に判断をしまして、47 都道府県、それと、1,741 市区町村の全ての地方自治体を対象とし

て、メンタルヘルスの不調に伴う休職職員数や予防策を尋ねる、初めての大規模調査を実

施し、この調査結果をもとに、職員の職場環境や業務内容に応じた対策づくりに反映され

るということを、ニュースで見ました。 

    本町の現状としても、何人か長期でお休みをされている方もおられるというふうに聞き

ましたけれども、今年度、入ってからも残念ながら、優秀な人材が退職をされたり、そう

いうふうな状況もありました。 

    また、近隣の市町村では、最悪のケースではありますが、自殺といった悲しい事件も起

きております。そういうふうにならないように、努力が必要だというふうに思いまして、

今回、一般質問をさせていただいたんですが、７年前ですか、廣利議員の一般質問の中で、

課長の答弁のほうで、今後、保健師の有効活用を図るとともに、医療までに至る以前の悩

みの相談的な意味合いで、心理カウンセラーによる相談機会を設けるなどの検討も必要だ

というふうに述べられております。 

    その後、この件に関しては、どのように対応されているんでしょうか。  

 

〔総務課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   幸田総務課長。 

 

総務課長（幸田和彦君）  失礼いたします。 

    心理カウンセラーの件ですけれども、保健師との連携ですけども、具体的には、今現在、

専門のカウンセラーにお願いしてというふうな方法は取っておりません。  

    実際、どういうふうにしているかと言いますと、いかに早くメンタルヘルスの兆候を見

つけるかというところが重要だと考えておりまして、その点において、先ほど、議員さん

言われましたように、保健師を含めました安全委員会、そちらのほうを中心に把握してい

るということでございます。 
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    専門カウンセラーが具体的に出てきますのは、おそらく、そういった形で個人を特定し

て、把握した末に、実際には、病院のほうにかかられている方が、ほとんどでございます。  

    ですので、病院の先生の指導の下で回復を図るということにはなるとは思うんですけど

も、次の段階としまして、復職する場合に、専門的なカウンセラーと相談しながらという

ふうなことが考えられると思うんですけれども、実際、佐用町におきましては、そういっ

たカウンセラーにお願いするというようなことは、実際、行っていないというような状況

でございます。 

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   以前の一般質問の答弁を見ましても、職員の皆さんのメンタルヘル

スに対応する制度というか、取組に関しては、かなり事細かに対応されているというのが

確認できました。 

    今回も同じように質問させていただいたのが、この先ほど、課長が言われましたように、

早期発見、早期対応ということで、まず、ここが一番大事なのかなということで、専門の

力を、こういうふうなカウンセラーの力をお借りするということも重要だと感じましたの

で、今回、質問させていただいたんですが、また、それこそ、人数が、これもなかなか減っ

てくる状況でもないとは思うんですが、こういったことも、また、外部委託等で対応され

るということであれば、そちらのほうの検討もしていただきたいというふうに思います。  

    それから、ストレスチェックなどをされているとは思うんですが、各課ごとに、職場ご

とに、集計をして分析するということも大事だというふうに思います。  

    こちらのほうの分析結果によって、労働環境の改善であったりとか、労働時間の改善、

そういうふうなことも必要だというふうに思うんですが、現在、このような取組はされて

いるんでしょうか。 

 

〔総務課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   幸田総務課長。 

 

総務課長（幸田和彦君）  はい、お答えいたします。 

    ストレスチェックにつきましては、法に基づきまして、健康診断と併せまして、全職員

にアンケート用紙を配布しております。 

    結果ですけども、実際に対象職員としましては、具体的に言いますと、令和３年度でご

ざいましたら、正職 265 人、会計年度任用職員 241 人いうことで、506 人にアンケート調

査用紙を配布しておるということなんですけども、実際に、アンケートに回答する職員は、

正職、会計年度併せまして 310 人というような状況でございまして、その結果、高ストレ

ス者数というのが、数値と人数、出てくるんですけれども、正職であれば９人、会計年度

であれば７人と、併せて 16 人、令和３年度であれば、高ストレスにありますというふうな

形ですね、率にしますと 5.2％という結果が出ております。 

    この結果を踏まえまして、具体的には、産業医であります尾﨑先生のほうに、希望者な

んですけれども、ヒアリングしていただきまして指導を仰ぐというふうな方策を取ってお

ります。以上でございます。 

 



 15 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   なかなか、業務時間の短縮、そういうふうなことも努力はしていた

だいているとは思うんですが、環境を変えるということは難しい部分があると思います。  

    そういったところを、特に気をつけていただきながら、研修などもされていると思いま

すので、職員同士の気づき、傾聴というんですか、耳を傾けて、そういう相談に乗るとい

うようなことも、研修などを有効に活用しながら進めていっていただきたいというふうに

思います。 

    職員のストレスをコントロールするということについては、生産性の低下を防ぎ、業務

を効率化することにもつながります。 

    職場環境の改善を図ることも、当然、必要だというふうに思いますが、まず、同じ職場

で働く仲間の気づき、それから、ストレスによる心の負傷に気づくための知識や理解、対

応など、また、これからも努力をしていただきたいというふうに思います。  

    それから、２つ目の子供の心の状況をどのように捉え、対応されているのかという部分

ですが、先ほど、答弁の中にも、心と体のアンケート調査というのをされているというふ

うに聞きました。 

    定期的に、「コロナ×こどもアンケート」を実施している国立成育医療研究センターの今

年２月の報告によりますと、中学生の 24％、それから、小学４年生から６年生の 15％に中

程度の鬱傾向がみられるというような報告も上がっております。アンケートのほうで、そ

れこそ、体の不調、どうしても多感な年頃の子供たちになると、なかなかアンケートも正

確に、また、素直に答えられない部分もあると思います。こうした体の不調のほうから心

の状況を読み取っていく、そういうふうなことも対応が必要だなというふうに思いますの

で、今後も、そういうふうなアンケート調査のほう、まず、最初に知るということが大事

だというふうに思いますので、引き続き、努力をよろしくお願いします。  

    ただ、それにしても、全国的に子供の自殺者数というのが、増加の一途をたどっており

ます。今年７月までに自殺した小中学生、それから、高校生の人数が 272 人、年間で過去

最多となった去年と同じ時期を上回るペースで増えています。内訳としては、小学生が７

名、中学生が 103 名、高校生が 305 名ということで、それ以降、７月以降もニュースで、

度々、中学生、高校生、自殺者が出ているというニュースを目にしております。  

    そんな中、先日、佐用中学校ですけれども、命の授業、これ取組として、年に１回され

ているというふうに思うんですが、いのちの授業があり、チラシを配布されております。

うちの子も、今、中学校へ行っていますので、こういうチラシを、パンフレットをもらっ

てきたんですが、役場の職員の方が来られて、説明をして、こういうふうなパンフレット

をいただいたということで見させていただきました。  

    この裏面のほうには、電話だけでなく、対応するメールや SNS の窓口のほうが書いてあ

ります。こうしたチラシによって周知することが非常に大事だと思いますので、定期的に

してほしいというふうに思うですが、ここでの相談内容ですね、国の窓口になるんですが、

もちろんプライバシーの問題があるというふうに思うんですが、町としては、どこまで、

その情報が把握できるんでしょうか。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 
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教育長（浅野博之君）   いろんな新聞記事で、鬱傾向の子とか、体調不良いう子が増えてい

るというのは、昨年のうちでは、長期休業によって、生活リズムが崩れて、ちょっと、登

校しにくい子も数名ちょっとおりましたけれど、今年度については、長期休業等がないん

で、ぼつぼつ頑張って来るようにはなっております。改善傾向にはあります。  

    そういった中で、子供たちの心のケアをするわけなんですが、先ほど、加古原議員の言

われた SNS の相談事業なんですが、それは、厚生労働省のほうが NPO 法人のリンク先な

どを紹介しているのではないかと思います。  

    全国的なケースで、規模として、そこに相談事業があれば、こちらに情報が入るかどう

かというのは、ちょっと、まだ、分からないですけれど、兵庫県で小中学校として児童生

徒にすすめているのは、兵庫県独自が行っております、ひょうごっ子悩み相談という相談

室がありますので、そこの電話番号等とかは周知しております。  

    私の経験から言うと、今までは相談事項はなかったんですが、今年度、１件だけ中学生

の男の子が、夜にお父さんに怒られて怖いというような相談を、電話をして、そちらのほ

うから、こちらのほうに連絡があったいうケースはあります。  

    だから、多分、全国的な規模であっても、こちらのほうには連絡があるんじゃないかな

というふうには思います。 

    それを受けて、個人情報に気をつけながら、学校と連携しながらケアに努めておるとこ

ろでございます。 

    普段のことにつきましては、やはり、それぞれ中学校においては、スクールカウンセラ

ー、小学校もスクールカウンセラーおりますので、そういった相談しやすい雰囲気づくり

とか、体調不良に関しましては、保健だより等で、こういう体調不良が出たら、ちょっと、

心のことも気にしましょうみたいな PR というか、そういったことも含めて保健だよりを

出しておったり、それから、町長の答弁にもありましたように、校務支援ソフトを各学校

入れておりますので、日々の授業で気づいたことを、ちょこっとメモをしたりするような

場所がありますので、それぞれの、例えば、中学校だったら教科によって先生が違います

ので、それぞれの教科で気になったことを書いたりとか、そういったとこを含めて、今度、

職員会で、そういう情報の共有を図って、個々の児童生徒に対応しているところです。  

    そういった日々の健康観察というのか、行動のチェック等を通して、心のケアに努めて

いるところでございます。 

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   国の窓口ということで、なかなか対応のスピードやきめ細やかなア

フターフォローというのが難しいということだというふうに思います。  

    ただ、選択肢の１つとしては、匿名で話ができたりと、子供たちの相談をするハードル

が下がるというメリットもあります。こうした取組というのは有効だというふうに思うん

ですが、そこで、以前から一般質問のほうで、もっと気軽に子供たちが相談でき、いじめ

や不登校などの問題行動も早期発見できるようスクールカウンセラーにメール、それから、

LINE などのネット上での相談対応はできないかというふうにお聞きしました。こちらの

ほうは、先ほどの答弁にもありましたけれども、先生の日頃の気づき、そういうふうなと

ころや、定期的な生活アンケートなどで対応できるというふうに、答弁をいただいてはい

るんですが、その後、昨年、令和２年５月 14 日付で、文部科学省のほうから、児童生徒の
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心のケアや環境の改善に向けたスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーに

よる支援の促進等について、通達が各都道府県の教育委員会を経て、市町村教育委員会に

されたというふうに思います。ここには、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、平常

時における定期的な対面でのカウンセリング等の支援が制約される状況下においても、感

染防止に十分配慮しつつ、電話、インターネット、手紙、家庭訪問等のあらゆる手段を活

用して、できる限り児童生徒や保護者とのつながりを継続することが重要であり、平常時

のルールや考え、対応に固執することなく、学校現場における創意工夫をこらして、切れ

目のない支援にあたることが必要であるというふうに書かれております。支援の促進等を

図る内容になっているんですが、そういうことが、国のほうからあるんですが、改めて、

また、お聞きしたいんですが、本町では、こういったスクールカウンセラーによるインタ

ーネットとかを活用した相談というのは、やっぱりできないものでしょうか。  

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   今現在、そういった相談のやり方については、できない状況ではあ

ります。 

    ただ、やっぱり、私としては、対面で相談者の顔色とか表情を見ながら、やっぱり、そ

れに応じたアドバイスとか、そういったことが、やっぱり一番重要ではないかなというふ

うに考えております。 

    やっぱり、子供が会えないとなれば、やっぱり、その代わりに保護者の方に来ていただ

いて、スクールカウンセラーと相談したり、それから、あるいは、スクールカウンセラー

が常時おりませんので、保健室での養護教諭に相談したりとか、そういった取組を進めて

いるところです。 

    相談しやすい雰囲気づくりは大事だと思います。  

    スクールカウンセラーでは、スクールカウンセラーだよりというのか、そういうのを出

して、相談しやすい雰囲気や、あるいは相談のない日もありますので、そういった日には、

各クラスに回って、気になる生徒を観察したりして、また、担任などに助言をしたりとか、

そういった形で進めたりしておりますので、日々、そういったところで、対面でしたりと

か、それから、スクールカウンセラーの勤務時間がありますので、その時間内に、なかな

か保護者の方や子供が来れない場合がある時には、ちょっと、スクールカウンセラーに無

理をお願いして、勤務時間の変更をしていただいて、放課後に残っていただくとかという

対応も取っておりますので、今の現状としては、インターネット等で相談するより、そう

いったところで対応できておりますので、今のところは考えておりません。  

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   スクールカウンセラーの方に、直接、面と向かって話をすることが

大事だというのは、最終的には、それは、そういう対応しかないのかなというふうには思

うんですが、先ほども言いましたように、最初の、まず一歩、相談をするということに関

しては、やはり今、小中学生、特に、LINE 等の SNS というのがコミュニケーションツー

ルでいうと、一番多いような状況だというふうに感じております。そうした部分で、日頃、
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言葉にはできないけれども、LINE であれば書きやすいとか、そういうふうなことも、やっ

ぱりハードルが低くなる。そういうことが、まず、早期発見につながるというメリットだ

というふうにも思いますので、今後また、研究をしていただいて、そういった対応、特に、

スクールカウンセラーの方が、なかなか随時おられるところじゃないということも、ちょ

っと、対応が難しいというふうにも思いますので、メールや LINE であれば、そうやって

おられない時でも、特に、夜なんかでも、子供が１人で部屋にいる時に、悩んでいる時に、

そういうふうなこともできるのかなということも思いますので、子供たちの心の悩みを聞

く方法の１つの手段として、また、ぜひ検討していただきたいというふうに思います。  

    それから、３つ目の町民の心の健康を守るために、どのような取組をされているのかと

いうところでいきたいと思うんですが、心と健康に関する調査というのを、先日されてお

ります。16 歳から 50 歳が対象ということで、先日、我が家にも届きまして、早速、アン

ケートに答えさせていただいて、送ったんですが、この取組の目的と内容についてお聞か

せください。 

 

〔健康福祉課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。 

    生活と健康に関する調査ということで、11 月 29 日に発送いたしまして、12 月 28 日ま

でにご回答をということでお願いをしております。  

    この調査につきましては、11 月１日現在で、先ほど、加古原議員がおっしゃいましたよ

うに、16 歳から 50 歳までの方、約 4,800 人の方、全ての方に、アンケートを実施してお

ります。この目的といたしましては、社会的な活動が、なかなかできにくい方、そういう

方を、この調査によって確認をさせていただいて、それから、今後、そういう方に対して、

フォローをしていくということで、実施をする目的としております。  

    それで、具体的に、どのような確認をするかと言いますと、調査項目の中に、仕事をし

ていない方、それから、家事をしていない、育児をしていないとか、介護をしていないと

いうようなことで、社会的活動をしていない方、その中で、例えば、家族、それから、友人

等と、この１カ月間、会話が全くなかったというような方に対して、調査結果をまとめた

上で、２次調査を実施するということを思っております。  

    その２次調査の中で、御同意をいただいた方について、さらに保健師でありますとか、

専門職の者が家庭を訪問して、状況を確認していきながら、今後、ご家族に対いてのご支

援でありますとか、ご本人に対しての支援でありますとか、社会活動が取組ができるよう

なということで、すぐには、ちょっと、なかなか困難な場合もあるかとは思っております

けれども、そういう支援をしていくための、まずは、第１次的な調査ということで、実施

をさせていただいております。 

    それで、この調査に当たりましては、調査項目として、個人の健康の問題とかプライバ

シーに当たる部分とか、そういった案件がかなり含まれておりますので、個人情報審査会

のほうに、審議をしていただきまして、この調査の目的をご説明した上で、調査を実施す

るということでの段階を踏んでさせていただいております。  

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 
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３番（加古原瑞樹君）   アンケートを答えながら、そういう内容なのかなというふうには思

ってはいたんですが、その後の２次調査、それから、また、直接、面談をしてと、対応され

るということで、かなり進んだ取組だなというふうに思います。 

    ですが、今回、16 歳から 50 歳というふうになっておりました。対象 50 歳以上の方につ

いても、仕事とか、責任が重くなるポジションになってきます。ストレスも大きくなる年

代になりますので、ちょっと、こちらのほうも気になるなというところと、また、高齢化

が進んで、最近では、高齢化鬱のような病気も問題になっております。今回、対象にはな

っていない年代への対応も必要だというふうには思うんですが、今後、どのような対応を

取られるんでしょうか。 

 

〔健康福祉課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。 

    今回、16 歳から 50 歳までということで、調査をしておるんですけれども、まず、16 歳

以下の方につきましては、義務教育の中学生までに属する方でございますので、学校に行

かれている、もし、行かれていないということであっても、ある程度の把握ができている

方かなということで、対象年齢は、まずは、16 歳からということにさせていただいており

ます。 

    それで、50 歳までということにいたしましたのは、60 歳までの方につきましては、ある

程度、この調査の目的としては、社会活動につなげていくということで、先ほども申しま

したように、長期的な視点で、支援をしていく必要があるということと、その年代の方に

ついては、その方のご両親の介護の問題でありますとか、貧困とかというようなことで、

別の側面から支援が必要だということが、ある程度把握ができている方々が多いのではな

いかということで、50 歳までということにさせていただいております。  

    この調査につきましては、町と、それから、岡山にあるんですけれども、山陽学園大学

というところと連携をしながら、調査内容につきましても、ご指導いただきながらしてお

るんですけれども、近隣の宍粟市でも、同じ山陽学園大学の先生の指導によって、アンケ

ートをしておるんですけども、佐用町と同じように 16 歳から 50 歳までの方を対象にされ

ているということもお聞きしましたので、地域が異なりますけれども、その調査結果が、

近隣と比較もできるということも含めまして、同様にさせていただいておりますが、50 歳

以上の方につきましては、先ほど言いましたように、別の福祉の分野、介護の分野での支

援を進めるということで、考えております。  

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   特に、先ほど言いました、高齢者の方、こちらの高齢化鬱という問

題もありますし、先ほど、課長が言われたように、健康上の問題で、特に、ひきこもりと、

高齢者の介護というような二重での苦しみを味わっておられる方も、実際に多いかという

ふうに思います。そういったところのケアも、また、事業は違うんだとは思うんですが、

しっかりと把握していただいて、早期対応に努めていただきたいというふうに思います。  
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    ただ、そういったことも原因として、最近、特に、ニュースでもよく見ますが、自殺者

のほう、先ほどの子供もそうなんですが、全般においても、厚生労働省から、令和３年度

版の自殺対策白書が先月公表されております。令和２年は、前年より 912 人増えて２万

1,081 人というふうになって、11 年ぶりの増加というふうになっております。  

    報道でも、コロナによる職場環境の変化や著名人の自殺が相次いだことなどが、自殺の

増加に影響しているということや、特に、女性の自殺の増加など、大きく取り上げられて

おりました。 

    そこで、本町でも、今年度、第２次佐用町自殺対策計画を含む健康さよう 21 が作成され

ております。町のホームページのほうで、ちょっと、確認をさせていただいたんですが、

残念ながら、今、ちょっと、ホームページのほうには、平成 18 年度から平成 27 年度の 10

年間を計画とした以前の分が出ております。この分に関しては、すみませんが、更新のほ

うを、早急に対応していただきたいというふうに思います。  

    その中で、自殺対策の中に、住民への啓発と周知というところがあります。先ほども、

答弁の中に出ました。心の健康づくり講演会、これ昨年はコロナの影響で中止になったよ

うですが、例年、参加者が年間 130 人から 150 人、関係機関へのチラシの配布が 337 人と

いう実績が書いてありました。令和７年度の目標値の、まだ、70％ぐらいにとどまってい

ます。こういう周知や啓発というのが、非常に重要だというふうに思うんですが、今後、

どのように取り組んでいかれる予定なんでしょうか。  

 

〔健康福祉課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。 

    ホームページのほうに掲載が漏れているということで、大変失礼いたしました。また、

この後、すぐに指示して、掲載するようにいたします。  

    それで、自殺対策計画でございますけれども、先ほど、議員がおっしゃいましたように、

健康さよう 21 の中で、第２次の自殺対策計画を載せております。第１次につきましては、

平成 31 年４月から令和２年までの２カ年の計画でございました。今回、２次に含めました

のは、健康さよう 21 が、令和３年度から始まる５カ年の計画ということでございますの

で、その計画の中に包括して計画をし直したということでございます。  

    それで、その中で、自殺対策計画の普及啓発ということでございますが、先ほど、町長

の答弁の中にもありましたように、役場庁舎とか公共施設とか、そういったところで、な

るべく目につきやすいようにということで、ポケットサイズのパンフレット等をお配りを

させていただいております。 

    それから、全体的な取組としては、自殺対策の講演会を年に１回開催をしておりますが、

令和２年度、それから、令和元年度につきましても、コロナの感染防止という観点で中止

をいたしておりますけれども、子供、それから、社会活動ができにくい方、そういった方々

と日頃から接しておられる方。それから、民生委員・児童委員さんとか、自治会の役員さ

んとか、そういった方々を対象に、講演会をさせていただいておるんですけれども、過去

の実績といたしましては、平成 29 年に 129 名の参加、それから、平成 30 年に 156 名の参

加等がありまして、内容といたしましては、精神科医院の先生に、特に、社会的活動がで

きにくい方々との接し方というような内容でお話をしていただいております。  

    それから、普及啓発、それから、相談事業、そういったことにつきましては、定期的に

実施をしておりますし、また、健康福祉課、高年介護課で保健師のほうが、ご連絡をいた
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だきましたら、ご相談にも乗る体制をとっておりますので、そういった部分で、相談、普

及啓発につなげていっておるということでございます。  

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   先ほど、答弁のほうでもありました、僕たちもトイレに行けば、こ

ういうふうなカードが置いてあって、何度か、僕も心がしんどい時に、これが目について、

大分、これで励まされたような気持ちになったことを覚えております。  

    やっぱり、周知とか、普及活動というのは、こういう感じで、年に１回とか、年に２回

とか、そういう定期的にすることも大事なんですが、日頃から、やっぱり、目につくとこ

ろにあるというのが、まず、大事じゃないかなというふうに思います。  

    人数的な部分でいうと、これから、努力していって、増やしていっていただきたいんで

すが、そのほかに、自殺対策を考える人材育成というところでは、命の門番と、最後のと

りでというんですか、ゲートキーパー研修なども実施されていますが、町職員や民生委員・

児童委員、相談支援事業所、相談員などが対象とされております。  

    先ほどの心の健康づくり講演会のほうも、ほぼ同じようなメンバーだというふうに思い

ます。日頃から、大変お世話になって、大変な思いをされているというふうには思うんで

すが、自殺の危険を抱えた人々に気づいて、適切に関わるゲートキーパーというのが、特

別な資格ではなく、家族や同僚、友人など、支援が必要な人の周囲にいる人々が、それぞ

れの立場や職業によって、異なるゲートキーパーの役割を持つことができます。研修の対

象を広げることというのが、先ほどの講演会もそうですが、必要だというふうに思うんで

すが、啓発と周知同様に、研修会の様子、また、こういうものを、動画で配信するなどの

対応ができないでしょうか。 

    また、厚生労働省のホームページのほうには、ゲートキーパーについての資料や動画が

著作権フリーであります。こうしたものも広報さようや、佐用チャンネルなどで、定期的

に、先ほどのカードではありませんが、やはり普段から目につくということが大事だとい

うふうに思いますので、こういったものを放送するということが有効だというふうに思う

んですが、対応はできないんでしょうか。 

 

〔健康福祉課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。 

    先ほど、おっしゃいましたゲートキーパー研修でございますが、おっしゃるとおり、命

の門番ということで、心に悩みを抱えておられる方に対して、どのような接し方をしたら

いいのかというようなことで、研修をいたしております。  

    具体的にシナリオをつくって、こういう場面では、こういう声かけは、ちょっと追い込

んでしまうからというようなことがあって、望ましい声かけの仕方とか、そういうったこ

とを具体的に研修をしていただいております。そういったことを、その参加者だけじゃな

くて、やっぱり関わる方に、広く知っていただくということは、大変重要なことだと思い

ますので、ちょっと、町のホームページでありますとか、佐用チャンネルでありますとか、

そういったことが、周知の方法として可能かどうかということも含めて、今後、速やかに
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検討してまりいたいと思います。 

 

〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   はい、ありがとうございます。 

    やはり、日頃から、そういうふうなものに慣れるというんですか、やっぱり、しんどい

人に頑張れということ自体が、また、今度、逆に追い詰めるといった状況にもなるという

のも、なかなか普通に考えると、やっぱり理解しにくいことにもなります。  

    ですから、そういうふうなことを、日頃から学ぶというか、慣れるということが必要だ

というふうに思いますので、ぜひ、そういったメディアを活用しながら、今後も一人でも

多くの方が支えることができるようにすることが必要だというふうに思いますので、ぜひ、

その普及活動のほうも、よろしくお願いいたします。  

    今回、質問させていただいた中で、小学校、中学校の子供に対応するのは、教育委員会。

それから、役場の職員の方は総務課。それから、高齢者の方になっては、高年介護課とい

うふうに、それぞれ、いろいろな課にわたって対応していただくことを、確認できました。  

    ですが、なかなか、逆に言うと、ここの連携を取っていただくことが、対応の充実を図

る上では、一番大事だというふうに思います。こちらの連携については、どのようにされ

ているんでしょうか。 

 

〔健康福祉課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。 

    まず、自殺対策の部分につきましては、庁舎内で自殺対策連絡会という組織をつくって

おりまして、その担当窓口といたしましては、健康福祉課のほうがしておるんですけれど

も、住民に直接かかわりがある部署ということで、住民課、それから、税務課、それと、各

支所の職員、それから、教育委員会の教育課、生涯学習課等の職員で連絡会を開きまして、

各担当課で情報を持ち寄りまして、対策をしているというところでございますが、その中

に、社会福祉協議会、それから、龍野健康福祉事務所、それから、警察署、消防署等にも入

っていただきまして、いろんな事案があった場合に、どうして、そういうふうになったの

かというような事例を検討したりとかというようなことも、その連絡会の中で、させてい

ただいております。 

    それから、それ以外の、いろんな住民の方のお困りごとの相談でございますけれども、

包括的な総合の窓口というのは、１つあるというわけではございませんけれども、先ほど、

言いましたように、町の専門職である保健師のほうが、今、９名、保健師職を持っている

職員がいるんですけれども、それぞれが、各担当地区を持っておりまして、その地区の住

民の方から、ご相談があった場合には、その担当者が包括的に、いろんなことについてお

聞きをして、それで、また、整理をして専門的に、例えば、経済的にお困りであって、家賃

の滞納があるとか、税金の滞納があるとかというような場合には、また、そちらの担当課

のほうにつないだりというようなことで、なるべく相談をしやすいような体制を取ってお

るという現状でございます。 
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〔加古原君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員。 

 

３番（加古原瑞樹君）   先ほど言った課以上に、既に、対応されているということが確認で

きました。非常に心強い内容になっているというふうに思います。  

    今後も、そういった連携を取りながら、自殺という最悪のケースを、まずは、防ぐとい

うことが、課題になってくるというふうに思いますので、ぜひとも、今後もご尽力いただ

きたいというふうに思います。 

    今回、私の一般質問のほうでは、こういう形で、情報発信について、それから、啓発活

動についてということで、させていただいております。  

    もちろん、町で、こういった体制で、住民の安全を守っていただいているというところ

も大事なんですが、やはり、個人の心の問題、最終的には、そこに行き着くかというふう

に思います。ただ、個人で解決できないところは、家族、それから、地域というふうなと

ころの協力も必要になってくると思います。そういう意味も込めまして、それぞれが、こ

うした、先のゲートキーパーもそうですが、心の問題のエキスパートではありませんが、

そういうふうな、スキルを身に着けるということも、まず、大事だというふうに思います

ので、ぜひ、そういったところにも、力を使っていただきたいというふうに思います。  

    以上で、私の一般質問は終わらせていただきます。ありがとうございます。  

 

副議長（小林裕和君）   加古原瑞樹議員の発言は終わりました。 

    お諮りします。ここで昼食等のため休憩を取りたいと思いますが、ご異議ありませんか。  

 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

副議長（小林裕和君）   ご異議なしと認めます。ただ今から休憩を取り、再開は午後１時と

します。 

 

 午前１１時４１分 休憩 

午後０１時００分 再開 

 

副議長（小林裕和君）   休憩を解き、会議を再開します。 

    休憩前に引き続き、一般質問を続行します。 

    ９番、金谷英志君の発言を許可します。 

 

〔９番 金谷英志君 登壇〕 

 

９番（金谷英志君）    日本共産党の金谷英志です。 

    私は、教育の ICT 化の効果と影響について、伺います。 

    今年１月、中央教育審議会は、今後の小中高校などでの教育についての答申を出しまし

た。令和の日本型学校教育として、個別最適な学びと共同的な学びの実現、情報通信技術

（ICT）の日常的活用を提言しています。 

    答申は、「一人一人の子どもを主語にする学校教育」を目指すとし、個々の特性や学習

進度、興味・関心などに応じた個別最適な学びを強調。同時にそれが孤立した学びに陥ら

ないように、多様な他者と協働し他者を尊重する協働的な学びが重要で、異なる考えから
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学ぶことが大切と指摘しています。 

    １人１台の端末整備が進む中、子供の学習履歴の蓄積・利活用も盛り込み、同時に ICT

の活用自体が目的化しないようにするともしています。 

    ICT の教育分野への活用は重要な課題ですが、現場の自主性を尊重すべきです。民間の

教育産業の無制限な参入による公教育の市場化への懸念があります。学習履歴の利用には

情報管理や学習内容・方法の統制強化、定型化につながるなどの懸念もあります。そこで

伺います。 

    答申の中でいう「個別最適な学び」と「協働的な学び」は、実際の小中学校の現場で、ど

う取り組んでいけると考えているか。 

    GIGAスクール構想の前倒しにより本町でもハード面の整備は進んでいるが、教員の ICT

の習得状況、ICT 支援員の配置はどうなっているか。 

    ICT を活用した教育の効果とデメリットをどうみているか。  

    教育長の見解をお伺いします。 

 

副議長（小林裕和君）   はい、浅野教育長。 

 

〔教育長 浅野博之君 登壇〕 

 

教育長（浅野博之君）   それでは、最初の中央教育審議会の答申で示された個別最適な学び

と協働的な学びは、実際の小中学校の現場で、どう取り組んでいけると考えているかのご

質問についてお答えいたします。 

    答申では、個別最適な学びについて、指導の個別化と学習の個性化に整理されており、

児童生徒自ら学習を調整しながら進めていくことができるよう指導することの重要性が指

摘されています。 

    指導の個別化と学習の個性化を学習者視点から整理した概念が個別最適な学びであり、

これを教師視点から整理した概念が学習指導要領に示す個に応じた指導であるとされてい

ます。したがって、各学校において学習指導要領の下、個に応じた指導に取り組む際には、

指導の個別化と学習の個性化という２つの側面を踏まえて、その充実を図ることが大切で

す。 

    具体的には、これまで以上に学習者である児童生徒の成長やつまずき、悩みなどの理解

に努め、個々の興味・関心・意欲などを踏まえて、きめ細かく指導・支援することや、児童

生徒が自らの学習の状況を把握し、主体的に学習を調整することができるように促してい

くことに留意することが求められています。 

    その際、ICT を効果的活用する視点をもつことも有効だと考えます。 

    例えば、指導の個別化の観点からは、学習履歴、生活・健康面の記録など、児童生徒に

関する様々なデータを可視化し、学習方法などを提案するツールなど、新たな情報手段の

活用も含め、児童生徒が自らの状態を様々なデータも活用しながら把握し、自らに合った

学習の進め方を考えることができるよう、教師による指導を工夫していくことが期待され

ます。 

    また、学習の個性化の観点からは、情報の検索、データの処理や視覚化、レポートの作

成や情報発信などの活動に ICT を効果的に使うことで、学びの質を高め、深い学びにつな

げていくと考えております。 

    そして、答申では個別最適な学びが孤立化した学びとならないよう協働的な学びの重要

性を指摘しています。ICT の活用により、児童生徒一人一人が自分のペースを大事にしな

がらクラウド環境の下、共同で作成・編集などを行う活動や、多様な意見を共有しつつ合
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意形成を図る活動など、協働的な学びも、また発展させることができます。 

    また、ICT を活用して空間的・時間的制約を緩和することによって、遠隔地の専門家と

つないだ授業や他の学校・地域や海外との交流など、今までできなかった学習活動も可能

となります。同時に、日本の学校教育がこれまで大切にしてきた同じ空間で時間を共にす

ることで、お互いの感性や考え方などに触れ刺激し合うことの重要性について、改めて認

識することが重要です。こうした人間的な触れ合いを通して形成された豊かな人間関係を

基盤として、児童生徒同士が互いの違いやよさを認め合いながら協働して学校生活を送る

経験は、これからの社会を形成していく上でも必要不可欠だと考えております。このため、

教師と児童生徒の関わり合いや児童生徒同士の関わり、自分の感覚や行為を通して理解す

る実習・実験、地域社会での体験活動など、様々な場面で実体験を通じて学ぶ機会を確保

することは引き続き重要であると考えております。 

    ２点目の教員の ICT の習得状況、ICT 支援員の配置はどうなっているかについて、お答

えいたします。 

    GIGA スクール構想のハード面の整備と並行して、教員対象の ICT 活用に関する研修会

を定期的に実施して、教員の ICT 活用力の向上を図っています。また、各校の情報教育担

当者が集まって情報交換する場を持ち、各校での推進状況や課題を共有するようにしてい

ます。一方的な ICT 活用の押しつけにならないように、教員のニーズや不安や悩み、要望

を聞き取ることを大切にして、ICT 活用の教育的効果を実感できるような取組を進めてお

ります。 

    ICT 支援員の配置については、学校現場の教員からの要望もありますが、学校のニーズ

に対応できる人材がなかなかないのが現状です。しかし、各学校では情報教育担当者や ICT

活用能力が高い教員が中心となって、ICT を効果的に活用していく雰囲気づくりを進め、

お互いに相談しやすい体制ができてきています。ハード面におけるトラブルや各校で解決

できない時は、適宜、教育委員会の担当者が対応するようにしております。 

    続いて、３点目ですが、ICT を活用した教育の効果とデメリットをどうみているかにつ

いてのご質問にお答えいたします。 

    具体的な ICT 活用の教育効果については、次の３点が考えられると思います。 

    １点目は、多量で大量の情報の取扱いができ、容易な試行錯誤ができることです。例え

ば、インターネット検索などによって情報収集したり、表計算ソフトによるデータなどの

整理やグラフ作成などを容易に行えたりすることが可能だと考えております。 

    ２点目は、時間的制約を超えた情報の蓄積、学習過程の可視化を行えることです。写真

や動画の撮影・保存によって学習過程を記録し学習の振り返りに生かすことや、学習支援

ソフトを活用した児童生徒のつまずきや伸びについての教師の見取りなどを行うことがで

きます。 

    ３点目は、空間的制約を超えて、双方向かつ瞬時に情報の共有ができる点です。ウェブ

会議、ファイル共有などによる家庭、他の学校・地域、海外との交流といった距離が離れ

た場をつないだ学習ができます。さらに、他者との意見共有、比較検討、アイデアの創出、

発表資料などの協働制作が可能です。 

    このような ICT の特性を生かすことで、従来はなかなか伸ばせなかった情報活用能力の

育成や、今までの学習方法では困難さがみられた児童生徒への教育効果の発揮が期待され

ます。 

    そして、懸念されるデメリットについてですが、最も危惧されることは、児童生徒がタ

ブレットを持ち帰った際に、インターネットによるトラブルが発生する可能性があること

です。有害なサイトや悪意ある第三者の脅威など、インターネットを介して児童生徒がト

ラブルに巻き込まれることが考えられます。また、児童生徒間同士でのやりとりの中で、
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悪口や陰口等の書き込みによって、いじめやトラブルにつながるケースもあると考えてお

ります。このような事態を防ぐために、各校では、定期的・継続的な情報モラル教育の実

施やルール作り、保護者の ICT 活用への理解と協力を求めることを推進しております。 

    さらに懸念される点は、児童生徒の思考力や書く力の低下につながることも考えられま

す。デジタルデバイスが主流になると、紙や鉛筆を持つ時間が少なくなり、漢字を書いた

り長い文書を作成したりする能力が低下するかもしれません。また、ICT を使えば、児童

生徒が求めていた答えにすぐたどり着いてしまうこともあり、辞書や辞典を使う時のよう

に、答えを予想したり想像したりすることが少なくなり、自分で考えるチャンスが失われ

る可能性があります。このようなことにならないように、各校ではデジタル教材とテキス

ト教材を効果的に併用したり、調べる前に考える時間を設けたりする工夫をしております。

従来どおりアナログ式のよい面も取り入れ、児童生徒の発達段階や実態に応じて、バラン

スのよい ICT 教育を進めていきたいと考えております。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   はい、金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    もともと、GIGA スクール構想というのは、文科省から出てきた話

ではなくて、経済産業省の関係の Society（ソサエティ）5.0 というので、それから出てき

た話で、この前、コロナがありましたから、それに、家庭でも学習できるようなインター

ネットの整備も、この GIGA スクール構想の中で進められてきましたけれども、GIGA ス

クール構想の中で、事業者としては、IT 事業者があるんですけど、ソフトバンクが、これ

について、GIGA スクール構想で、どういうふうに変わるかというふうなことも述べてい

ます。事業者、ソフトバンクが、どういうふうな効果があるかという事業者側からの効果

というのは、「１人１台の端末が配布されることで、子供１人１人に応じたコンテンツや

教材を配信できるため、学習状況に合わせた学びが可能になる」と、先ほど、教育長言わ

れたような効果の１面ではありますけども。  

    それから、「これまでの一斉型の授業では子供たちの理解力に差があっても、１人１人

に最適化した教材や指導を取れないことが課題だった。また地域間での教育格差など、学

ぶ場所によって学習レベルが異なるという課題も存在していた。１人１台の端末と家庭を

含むネットワーク環境が大きく進んだ現在、学習状況や地域を問わず、全ての子供が自分

に合った教育を受け、災害や感染症による臨時休校時でも学びの機会を奪われない土台が

できたと言える。生徒１人１人に端末を持たせることで、子供が互いの考えをリアルタイ

ムで共有でき、双方向での意見交換が活発になると期待される。生徒同士のみならず教員

と生徒のコミュニケーションを行えるため、教員が生徒の学習状況や反応をより深く知る

ことができる」と、こういうふうになれば、効果とメリットのほうが多いと、ソフトバン

クのほうでは言っているんですけれども、確かに、そういう面もあるんですけれども、こ

れに対応するためには、一人一人の状況なりを、先生がつかむということが大事なんで、

それを、いろんな情報が、多量の情報を処理できると、教育長も先ほどの答弁でもありま

したけど、多量すぎて、それを生徒一人一人の状況をつかむということが、現在の先生の

間で、それができるかなというふうな懸念があるんですが、それは、いかがですか。  

 

〔教育長 挙手〕 
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副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   先ほど、言われたように、ちょっと、１人１台のタブレットについ

ては、コロナの関係で前倒しになった影響があるとは思いますが、今まで、プリントを配

って、一人一人の学習状況を把握していたのを、デジタルで、それを進めていくと、多量

のあれですが、例えば、算数なら算数、教科によって、それぞれの習熟度が違いますので、

例えば、この問題を解いている途中経過がデジタルでは記録されていくので、どこでつま

ずいているかというのが、教員にとっては分かりやすいんです。  

    だから、そういった効果的な利用をしながら、やっぱり、その教科に応じた、あるいは

子供の習熟度に応じた教材や進め方を考えることはできるとは思います。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    ICT の先進地ということで、佐賀県の武雄市で、これは 2010 年に先

駆けて、早くから ICT の教育を実践されているんですけれども、その中で、武雄市は ICT

の教育とはどんなことをしたかというと、授業前日にタブレットを家庭に持ち帰り、動画

を活用した予習を行い翌日の授業に臨む。事前に予習することで、授業の中では通常の授

業より話し合いや学びあいなどを中心とした協働学習を行うことができるとされていると。 

    より具体的な流れとしては、初めに、教員が授業準備として教材用サーバーに予習動画・

小テスト・アンケートなどの教材を登録して、２番目に、授業前日には、児童生徒がオン

ライン状態の学校において教材をタブレットにダウンロード。オフライン状態の家庭にお

いて予習動画を使用した家庭学習を行い、小テストやアンケートに回答。授業当日では、

登校してからオンライン状態の学校で小テストやアンケートを教材用サーバーに提出。教

員が授業前に教材用サーバーを通じて小テストやアンケート結果を確認という、こういう

５段階になって活用というか、実際にこういうことをやったと。  

    大変、この先生の負担が大きいなと。サーバーを通じて、いろんな、それも一人一人の

個人に応じた学習進度や状況も見ながら、そういうふうなことをしていくわけですから、

大変先生の負担が、これで実際に大きくなるんじゃないかと思うですが、いかがでしょう

か。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   今、デジタル、ICT を活用して、それだけの負担があるというのは、

今まで、それはペーパーでしていた部分も同じことなんですね。  

    ただ、それを、全部デジタルで、今からしようかと思ったら、それは、大変な労力にな

ると思いますので、いわゆる ICT、タブレットについては、１つの教育の手段、ツールと

して考えておりますので、やっぱり、こっちのペーパーのほうがいいなというのであれば、

ペーパー、従来どおりのペーパーをしてもらったり、やっぱり時間短縮であるとか、効果

的に利用できるんならタブレットと、だから、毎回、毎回、タブレットを活用してという

ような形にはならないとは、今の初期段階については、そうだと思います。  

    だから、教員の負担にならないように、やはり自分自身で、やっぱり教材研究は毎回し
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ているものですから、その中で、いかに効果的に、効率的に ICT を使うかというので、そ

れぞれの先生は頑張っていただけていると思っております。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    これ、これからのことですから、どうなるかは分かりませんけど、

こういう指摘があるということなんですけれども、上智大学の教授の方が、デジタル教科

書の効果について、論文を出しておられるんですけれども、先ほど、教育長言われたよう

に、デジタル教科書の特性は情報量の多さにあるが、情報量の多さは必ずしも教育効果の

向上につながらない。むしろ、情報量を切り詰めたほうが、教育効果は高いというふうな、

こういうふうな論文を出されているんですけれども、実際に、どういうことかというと、

ちょっと詳しく言いますと、人間の記憶には、長期記憶のほかに、短期記憶をもとに情報

処理を行うワーキングメモリーがあると。つまり、思考の材料を短期記憶として頭の中に

並べ、それらを情報処理することで、人間の思考が成り立っている。  

    結局、何が言いたいかというと、深い思考をするには、ワーキングメモリーをできるだ

け無駄なく使うことが必要になる。これが、集中力の正体であると。集中することは、頭

の中に無駄なものを置かない。余分な情報を頭の中に入れない。思考のフリーハンドを獲

得することが、より教育効果があるというふうな、こういうふうな論文ですけれども、で

すから、先ほど、メリットとして、デジタル教科書なり ICT が、情報がたくさんあって、

それよりも、むしろ、ある程度、小学校低学年、それから、高学年、中学校の段階ごとに、

情報量を決めたほうが、より教育効果があるというふうなことも述べられているわけです

けれども、これについては、教育長、どういうふうに思われますか。  

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   集中して学習に取り組まなければ、記憶に残らないというのは、そ

の通りだと思います。 

    今、デジタル教科書、佐用町の学校には全部入れておりますけれど、それは、教師用の

デジタル教科書であって、今の使い方としては、黒板に大きく掲示して、そういう使い方

をしております。 

    ただ、試験的に小学校、中学校に学習者用、児童生徒用のデジタル教科書を何ぼか教科

によって入れておりますけれど、これまだ、試験的なので、それぞれのタブレットに教科

書が全部が全員、どの教科書もというあれにはない。教科書会社も、今、デジタル教科書

の作成のほうに、これから始まっているところです。だから、何ぼか、これからも、どん

どん、いい部分は出てくると思います。 

    あと、だから、デジタル教科書の使い方としては、今、うちは、そういう状況ですけれ

ど、今まで、紙の教科書であったら、例えば、なかなか、その現地の写真とか動画なんか

が、先生が行って、その動画を撮ってきて、教材で生徒に紹介するいうような授業、そう

いう授業も、私も見させてもらったことあるんです。それが、今、デジタル教科書では、

ここをクリックすれば、そこの様子が見れるとか、そういう便利なところがあるので、今

まで、そういうふうな手間をかけていたことが、効果的にデジタル教科書を利用すればで
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きるということで、多大な情報を与えるというのではなしに、効果的に、やっぱり、この

力をつけたいというための必要最低限な情報を出すのが教師の力量だと思っておりますの

で、むやみやたらに多量の情報は流さないとは思います。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    将来的には、今、現状、それこそ、途に就いたばかりですから、なか

なか、将来的なことは。将来的には、やっぱり、これを目指して、デジタル教科書を使っ

て、その教科書を家に持って帰って、それで、デジタル教科書で予習、復習もする。それ

を先生が見て、個別に指導も、それに個個人の生徒に合った指導もしていくということで

す。そういうふうになっていくのが ICT 化の教育の目的。目的いうか、そういうふうに方

針も出していますから、将来的に、そういうふうになるということだと、私は、思うんで

すけれども、ですから、その点で、今、問題点を指摘して、教育長、今、言われたように、

ICT の中の、それを、ええ面を、メリットの部分を活用する。私は、それは、それでいい

と思うんですけれども、それが、果たして、技術的なハード面のタブレットやデジタル教

科書の整備と、先生の力量がなかなかついていかない。一人一人に、確かに１つのメリッ

トとしては、デジタル教科書のメリットとしては、教育の個別化ができると。一人一人の

本当に沿った個別化ができますし、学習の進度や難易度をカスタマイズ。それぞれの子供

に合ったカスタマイズできるということが、個人レベルで容易にできると。できるんです

けれども、それを、やっぱり判断していくというのか、それ使うのは先生ですから、先生

の力量を同時に上げていかなあかんというふうなことも。  

    今の ICT 化の支援員については、その使い方ぐらいで、実際の教科書に合った、どうい

うふうに、個個人の情報なりを、進度なりを捉えていくかということについては、なかな

か、今の段階では、そこまでいっていないので、今後は、そういうふうな先生の力量を高

めていくというふうなことにもしていかな、それこそ、ハードだけして、後何も役に立た

んというふうなことになってしまいますから、改めて、ICT 化のデメリットを生かすよう

な職員の教育というのを、私、重要だと思うんですけれども、その点は、いかがでしょう

か。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   ICT を効果的に利用する。活用するというのは、やっぱり教師の力

量にもありますし、教師の力量によって、授業の進め方いうのか、やっぱり、そういうふ

うなん昔からの話でありますので、それが、ICT の活用というので、特別の研修を全体で

したりとか、各学校に赴いて教科の研修も先日も行っておりますし、うちは、今、

SKYMENU（スカイメニュー）というシステムを入れておりますので、それの教科に応じ

た効果的な使い方を研修しておりますので、それを利用して授業で、どう生かしていくか

という、具体例を挙げての研修を進めております。 

    あと、試験的には、個別化についてですが、タブレットを持ち帰って将来的にはなるん

でしょうけれど、デジタルドリルというのも、今、導入している学校もあります。それは、

家へ持って帰って、自分の学力に応じて初級編であるとか、中級編であるとか、できる子
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は、よりできるようなドリルというか、そういった内容が、今後、そういったふうに発展

できるんじゃないかなというふうには思います。  

    研修も進めておりますので、少しずつですが、教員の習得状況は進んでいる状況ではあ

ります。 

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    中教審のもう１つの論点のとりまとめしておる中で、教育長もご存

じだと思うんですけれども、2022 年度、今後、小学校の高学年から本格的な教科制の導入

も考えているということなんです。それも ICT 化、デジタル化になって、一人一人の専門

的な、小学校についても、専門的な、教科ごとの担任制を決めていうことも、そういうふ

うな論点のまとめの中で、中教審の中で出ているんですけれども、それも踏まえて、一人

一人の ICT 化によって、一人一人がよく分かる、よく分かるというか、先ほど出ましたよ

うに学習進度なりを、よくつかまえられるということあるんですけども、やる気のある子、

どんどん自分にあった進み具合によって、どんどん、どんどんやる気のある子は、どんど

ん進んでいくんですけども、そうでない子は、なかなか、これがあんたに合った教科書で

すよと、進み具合ですよと言われて、言うても、なかなかそれが、できない子と言ったら

あれですけれども、語弊がありますけれども、どんどん勉強ができる子は、そういうふう

に自分に合ったやつで、どんどん高めていきますけど、そうではない子については、格差

が広がるというふうなことも懸念があるかと思うんですけれども、その点は、いかがでし

ょうか。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   今も ICT を活用しなくても格差が広がらないようにということで、

各学校では取り組んでいるところです。 

    中には、個別で、ちょっと残したりというのもあったと思うんですが、なかなか、今の

現状で、放課後残してというのは、難しい状況にはなっておりますけどね。  

    昔は、やっぱり、そういったところで取り組んでいましたし、夏休みにおいて、ちょっ

と、そういう子を、ちょっと登校させたりとかして、補習をしたりとかいうことも進めて

おりました。 

    だから、ICT で、今までのその子の習熟がよく分かるという意味では、より的確な指導

ができるんじゃないかなというふうには考えております。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    ICT については、まだまだ、これから構想段階で、今から、実際に、

先生についても研修をやって進めて、日本全体の教育についてもそうですから、業者、先

ほど、言いましたソフトバンクなんかでしたら、これが１つのビジネスチャンスなんです
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ね。IT 企業が、その５Ｇの回線を利用したりとか、それから、ソフト面でも開発すると。

それを教育するという、ある一方、教育とは違う産業経済面での推進という面もあります

から、やっぱり教育委員会としては、子供の教育にとって、必要なことという観点で、必

要である。より教育効果が上がるような ICT 化の活用に臨んでいっていただきたいと思い

ます。 

    次の質問に移ります。 

    次は、いじめ防止対策についてです。 

    平成 25 年に成立し、順次、平成 27 年から、これまで一部改正が進められてきた、いじ

め防止対策推進法では、基本理念として「児童等が安心して学習その他の活動に取り組む

ことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われないようにすることを旨として対

策を行う」とし、地方公共団体は、「当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務を有する」、学校、教職員は「学校全体でいじめ防止及び早期発見に取り組むとと

もに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速

にこれに対処する責務を有する」と規定しています。  

    法施行後も全国でいじめによる自殺の報道が繰り返されています。11 月にも新潟県で女

子中学生が「いじめられていた」との遺書を残し自殺しています。  

    本町でのいじめ防止対策はどうなっているか。できていますか。 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

〔教育長 浅野博之君 登壇〕 

 

教育長（浅野博之君）   それでは、本町でのいじめ防止対策はできているかについてのご質

問にお答えいたします。 

    学校や職場などでコミュニティが生まれる場所では、いじめが発生する可能性がありま

す。2011 年に起こった滋賀県大津市の中学生のいじめによる自殺が大きな問題として取り

上げられ、重大かつ対策が急務であることから、政府、文部科学省、各教育委員会は対応

に追われ、2013 年に「いじめ防止対策推進法」が成立いたしました。 

    その法律の施行から８年が経過し、国においては 2017 年に「いじめ防止等のための基本

的な方針」を改定するとともに、新たに「いじめ重大事態の調査に関するガイドライン」

を策定しました。また、兵庫県においても「いじめ対応マニュアル」を改訂し、県内全教

職員に配布しました。 

    佐用町教育委員会では、これらに沿った組織的な対応が徹底されるよう、定期的に学校

の対応状況を適切に把握するとともに、実効性あるものとなるよう指導助言を行ってきま

した。 

    各学校において作成している学校いじめ防止基本方針については、教職員はもとより、

児童生徒も発達段階に応じて内容の理解ができるよう、学校全体で共有を図っています。

また、いじめ防止に関する取組状況等を学校評価の項目に位置づけ、各校の実情に即して

適切に機能しているかどうかを、年１回以上定期的に点検・評価し、必要に応じて見直す

こともしています。 

    また、学校におけるいじめの問題に対する日常の取組に関しては、職員会議や研修等を

通じて教職員間での共通理解を図り、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ー、養護教諭を積極的に活用した教育相談体制の充実にも努めています。  

    各学校がより積極的にいじめ問題への取組を実施するよう、教育委員会では、学校いじ

め防止基本方針や年間実施計画に位置づけて実施するよう指導助言したり、校内研修等の



 32 

実施状況を把握したりして、実施内容等の一層の充実が図られるよう、必要な指導助言を

行っております。 

    いじめ防止対策推進法第 12 条においては、地方公共団体は地域の実情に応じ、いじめ防

止基本方針を定めるよう努めるものとされており、各学校がいじめ防止等のための対策を

総合的かつ効果的に推進するため、本町においても 2017 年に佐用町いじめ防止基本方針

を策定しております。 

    また、2018 年のいじめの重大事態の調査に向けた体制整備についての通知に示されたと

おり、佐用町教育委員会では重大事態の調査主体となり得る組織として、条例に基づき佐

用町いじめ問題調査委員会を 2019 年に設置しています。 

    兵庫県においては、昨年度いじめの重大事態が第１号及び第２号とも増加いたしました。

いじめ防止対策推進法の定義に基づくいじめの認知、早期発見と組織的対応を徹底するこ

とが、重大事態の発生防止に不可欠であることから、今後も発生件数の推移等を注視して

いく必要があります。 

    また、重大事態は、いじめ問題に適切に対応することで、限りなく発生件数をゼロに近

づけるべきですが、同法に基づき、取り上げるべきものは適切に取り上げなければなりま

せん。 

    いじめの防止等のための基本的な方針に児童生徒や保護者から、いじめにより重大な被

害が生じたという申立てがあったときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あ

るいは「重大事態とはいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・

調査等に当たるとあるので、この点は特に留意する必要があると考えております。このこ

とは、学校の理解が浸透しにくく、失念しやすい部分であるため、定期的に教育委員会が、

この周知徹底を図るとともに、学校や被害者等から相談を受けた場合は、同法に基づき学

校に調査を実施するよう指導しております。 

    なお、いじめの重大事態の調査は、事案の対処や再発防止に資するために行うものであ

ることから、個人情報等に配慮しながら可能な限り当該学校を越えて広く調査結果を共有

し、いじめの認知や組織的対応の改善、いじめ防止基本方針の改善等に積極的に活用する

ことも求められています。 

    これらのことを踏まえ、今後も日々の子供たちの様子をしっかりと観察しながら、学校、

家庭、地域、教育委員会が連携して、いじめ防止の取組を推進していきたいと考えており

ます。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    いじめ防止については、文科省なりがガイドラインを出している中

で、大切なのは、いじめの認知を正確に行うことが極めて重要であると。  

    県下でもばらつきがあるんですね。いじめのあった報告があって、ある県では、10 数件

で、ある県では全部合わせても数百件ぐらいの件数、いじめの件数。県によって、認知の、

何をいじめとするかという認知の差があって、文科省としても、そのガイドラインも出し

て、初期の段階からいじめの認知が重要であるというふうな、こういう取組もしているん

ですけれども、過去のいじめの事案を見ると、いじめは、ほんのささいなことで、こんな

事案までとか、１回きりだからとか、予期せぬ方向に推移して、自殺等の重大な事態に陥

ることがあるのが現実ですと文科省が言っていますね。  
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    そのため、初期段階のいじめであっても、あるいは、１回限りのいじめであっても、学

校が組織として把握し、いじめの認知、見守り、必要に応じて指導し、解決につなげるこ

とが重要ですと。文科省のガイドラインでも、こういうふうに、いじめ防止法ができた時

から、ずっとこれを言われ続けて、言いながら、先ほども言いましたように、女生徒が自

殺するとか、この間では、報道では、中学生の男の子が同級生を刺すとかいうふうなこと

が、それも、刺したほうがいじめられていたんだというような供述もしているようですか

ら、そういうふうなことも、いきなり自殺するとか、刺すとかいうふうなことになる前に、

初期の段階から、いじめの兆候なりをつかむということが、重要だと思うんですけれども、

午前中の教育長の答弁の中でも、アンケート等を取って、その中で、いじめの認知、把握

しているというふうなことでしたけれども、アンケートでは、なかなか、子供も正直に答

えないというふうなこともありますから、やっぱり先生が、目配りとか、それができるよ

うな体制で、一人ずつの先生のことだけではなしに、学校、それから、町全体の教育委員

会としても、そういう生徒に目配りできるような体制ができているかというふうなことが、

今回の私の質問の一番の眼目なんですが、体制としては、答弁としては、教育長、そうい

うふうに、先ほど言われたような、いろいろ対策も取って、県のマニュアルにも沿ってい

うふうなことも言われますけれども、実際問題として、それでも、ほかの市町では、いじ

め問題で起こってくるというふうなことですから、体制として、正直に言えといったらあ

れですけど、実際問題、教育長と、いじめ問題について、体制ができていると、自信を持

って言えますでしょうか。 

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   体制として、今の状況では、十分な限りのことの対策は取っている

というふうには思います。 

    いじめの認知について、ばらつきがあるということですが、いじめの定義が、どんどん

変わってきておりまして、現在の定義の中で、認知をしておるわけなんですが、昔で言う

たら、悪口を言われたぐらいとかいうのでは、そういういじめという該当にはしませんで

したけれど、いじめは、そういったところも認知して、積極的に認知するという、小さい

うちから芽を摘んでいくというような、そういう取組をしております。  

    むしろゼロの学校は、何でゼロなんだというような、かえって不信感を持つような対応

を、こちらとしては、しておりますので、小さなことでも報告するようにというような形

で認知件数は、上がってきているのが現状だと思います。  

    あと、目配りとか、大抵、今、複数の教員で指導したりとか、授業しているケースが多

いので、その中で、子供の様子の変化をみつけたりとか、アンケートの中にも、本人自身

が書くという項目もありますけれど、そういったのを第三者の私が見たという項目もあり

ますので、そういったアンケートの中で把握をしたりとかいう、今の現状の中では、そう

いった体制でやっておりますので、今の体制の中では、十分な対応をしているのではない

かというふうには思っております。 

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 
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９番（金谷英志君）    新聞報道ではされませんでしたけれども、最近の例で、兵庫県下で

も、そういう自殺を図ったという、校舎から飛び降りて、それは、亡くならんかったから、

話題いうか、ニュースにはなりませんでしたけどね、そういう事案もあって、具体的な町

議会の委員会にも、そういういじめの実態も報告されたようですけどね、例えば、具体的

なことも挙げてありましたけれども、先生が、黒板に字を書いている時に、そのいじめら

れた子は、そのズボンを下ろされたとかね、そういうふうな、具体的なこともあって、そ

れが、教室の中のことですから、みんな見てますから分かりますけども、みんな見ていな

いところで、そういうふうないじめがあったようなことは、なかなかアンケートにも答え

にくいですし、何か、自分が密告しておるようなこともなりますし、本人も、そのアンケ

ートを、自分がいじめられているというのは、ちょっと、自尊心が傷つくようなとこもあ

りますから、なかなかアンケートだけで、いじめの認知が把握できないようなとこもあり

ますから、やっぱり、そこらへんは、学校なり学校全体の見守りとか、そういうようなん

必要だと思うんですけれども、文科省のガイドラインの中で、組織で認知し対応すること

が重要であると、先生一人一人が、先生一人が抱え込まない。いじめではないかと疑える

事案に接した時は、学校に設置されているいじめ防止等の対策のための組織に必ず報告し

てくださいと。先ほど、教育長も言われた佐用の教育委員会にもある組織に必ず報告して

ください。とは言っても、日々発生する事案全てについて、組織の全メンバーが逐一集合

することは難しいと思います。 

    そこで、組織のメンバーの中から情報収集担当を決めたり、パソコンで共有のデータベ

ースを作成したりするなど、全メンバーが集合しなくても、機動的な対応が取れるよう、

各学校で工夫してください。重要なのは、一人で抱え込まないということです。周囲に報

告・連絡・相談し、組織として判断してくださいと。  

    学校の組織が、しっかりと機能するためには、誰もが自由に発言できることが大切です。

事案に対応する中では、迷うこともたくさんあります。そんな時は、これでいじめを受け

ている子供を、本当に守ることはできるかとシンプルに考えてください。そして疑問が心

をよぎった時は、いじめが重大な結果に至ることのないよう、この対応でいいんですかと、

ためらわずに発言してください。 

    こういう、ためらわずに発言できるような、学校全体の雰囲気というか、そんなものつ

くらんと駄目ですから、新聞報道でも、先生自身が生徒を、特別支援学級の子を暴言吐い

たりとかいうことも報道されていましたし、この同じ学校では普通学級に対して、先生が

同じように暴言を吐いていたと、先生自体が生徒をいじめるような、そういうことでは、

そもそもが、学校の雰囲気なんかなりませんから、そういう雰囲気づくりというか、そう

いうことも、私は大切ではないか、実質、実態として、それが取り組めるような学校の組

織になっていくようなことも、教育委員会としては、それを後押しする。あるいは、指導

するようなことも必要ではないかというふうに思うんですけど、いかがですか。  

 

〔教育長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   浅野教育長。 

 

教育長（浅野博之君）   先生の暴言であるとか、怠慢とかいうのが、残念な記事がよく出て

おって、私も痛ましいなと思うんですが、学校の教員に対しての指導は、必ず複数で当た

るというのを基本にしております。 

    例えば、問題行動があったりとか、トラブルがあったり、不登校を抱えたら、担任は、

それでのうても私の責任やと思いますが、一人で抱え込まないように、みんなで対応して
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いこうというのを基本姿勢として、学校としては当たっておりますので、いじめに対して

の兆候を見つけ、変化を見逃さないというので、複数の目で、午前中にも言いましたよう

に、校務支援ソフトの中に、日々の変化を書くような項目もありますので、そういったと

ころに記録して、情報共有を図っていったりしているところと、そういう見逃さないとい

うのもそうですし、やっぱり命を大事にするという取組も、やっぱり必要かなと。  

    むやみやたらに、簡単に命を捨てるとか、命を粗末にするというのは、やっぱり、ちょ

っと、子供自身にも、問題があるのではないかなという、やっぱり命の大切さというよう

な教育も、やっぱり重要だと思いますし、そういった総合的な取組をしてやっていきたい

なというふうに思いますし、学校の中では、絶えず、報告・相談・連絡というのか、報連相

という合言葉を基に情報交換をしやすいような雰囲気づくりには努めておるのは、佐用町

の学校ではあります。 

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    そういう取組で進んでいっていただきたい。  

    なかなか先生も、先ほどのデジタル、ICT の研修の話でもないですけども、先生は、忙

しいですから、授業準備だけじゃなしに、いろんなことも、公務でいろいろありますから、

その中で、いじめ対策、その ICT の研修はもちろん、いじめ対策も取れというのは、なか

なか先生も忙しい中で、難しいとは思うんですけれども、先生が、余裕を持って、子供に

接せるような、そういうふうに、教育委員会としても取り組んでいっていただきたいと思

います。 

    そしたら、次の質問に移ります。 

    次は、農産物の減農薬、化学肥料の節減にどう取り組むかということです。 

    県では、平成 16 年に、ひょうご食品認証制度を創設し、安全・安心で個性・特長がある

県産食品の生産に取り組んでいます。 

    その中の、ひょうご推奨ブランドでは、生産方法・品質・素材等に個性や特長があり、

法令の遵守・生産管理体制等の整備が図られている食品を認定。 

    ひょうご安心ブランドでは、残留農薬等についてより厳しい基準をクリアした、安全性、

安心感の高い食品を認定しています。 

    また、国では、特別栽培農産物として農薬や化学肥料を使用しない農産物や使用を低減

して栽培された農産物の基準を定めています。  

    国や県の制度を踏まえ本町で生産される農産物の農薬と化学肥料の使用低減にどう取り

組んでいくのか伺います。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、金谷議員からの３点目のご質問であります農産物の減農

薬、化学肥料の節減にどう取り組むかということのご質問にお答えをさせていただきます。 

    まず、町では農産物における化学肥料・化学合成農薬の低減の生産方式に取り組まれる

生産者への推進、支援制度といたしまして、エコファーマー認定制度、ひょうご食品認証

制度、県環境創造型農業の推進、国の環境保全型農業直接支払制度を導入をいたしており
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ます。 

    平成 11 年に、持続性の高い農業生産方式の促進に関する法律、いわゆる持続農業法が制

定されたことにより、エコファーマー認定制度が開始され、県農林振興事務所、県農業改

良普及センターと連携しながら、町内のエコファーマー育成の推進に当たってまいりまし

た。 

    特に平成 19 年から始まった農地・水・環境保全向上対策、現行の環境保全型農業直接支

払制度でありますが、この制度において、営農活動への先進的営農支援として反あたり

6,000 円の交付がございました。この交付要件は、化学肥料・化学合成農薬の使用の５割減

に加えて、エコファーマーの認定を受けることになっておりましたので、この制度に取り

組まれている組織に対して、より強固な推進を行いましたが、現行の制度に変わってから

は、エコファーマーの認定が交付要件から外れたことにより、町、県ともに推進が鈍化し

ているのが現状でございます。 

    また、この認証制度開始の以前となる平成４年から、県と連携しながら、人と環境にや

さしい農業として、兵庫県環境創造型農業の推進に取り組んできております。稲作では、

稲わらの鋤き込みなどによる有機資材の投入、局所施用などによる化学肥料の低減、長期

の中干による化学農薬の低減といった農業生産方式を推奨していくもので、この技術の導

入が兵庫県認証食品の取得要件となっております。今年度の県の推進方策といたしまして

は、認証者、認証取得希望者、環境保全型農業直接支払交付金に取り組んでいる団体等を

対象に年３回の研修が行われております。 

    この兵庫県認証食品として佐用町では、推奨ブランドでは、米が２件、安心ブランドの

野菜では、枝豆、ジャンボピーマン、チンゲン菜の３件、加工品は２業者で 25 品目ござい

ます。 

    また、国においては、平成４年に、無農薬、減農薬の農産物表示では定義が曖昧で消費

者に誤解を招くとの理由から、農薬、化学肥料が慣行レベルの５割以下のものについて、

特別栽培農産物と表示するガイドラインが制定をされております。 

    国の施策としては、今年５月に策定をされた、みどりの食料システム戦略において、2050

年までに化学農薬の使用量を 50 パーセント、化学肥料の使用量を 30 パーセント低減する

ことを目指しております。 

    町といたしましても、今後は積極的な取り組みを求められることとなりますが、稲作に

おいては、施肥機付き田植機やドローンの導入補助により、化学肥料や農薬を低減する効

果が出ていますが、それ以外の野菜等につきましては、農作物の収量、販売価格から十分

な収益が得られるといった仕組みが確立されていればいいのですが、現状では、まだまだ

難しいというふうに聞いております。 

    作物の市場価格が農法にかかる労力に見合わない中で、この生産方式の選択については、

販売方法も含めて生産者の選択に委ねるしかないというふうに考えております。 

    先ほど述べましたように、町ではこの生産方式導入の支援事業といたしまして、環境保

全型農業直接支払交付金制度を導入しており、現在、土地利用型のコメ生産で２団体、野

菜生産では１グループの３件の取り組みがございます。 

    今年度、新型コロナ感染症防止のため、招集はできませんでしたが、農会長会の資料と

してこの制度の案内を配布をさせていただいております。今後も各農会への周知を継続す

るとともに、生産グループもこの制度の取り組みが可能でございますので、町が毎年行っ

ております農業振興部会のヒアリングなどで、この制度を周知をし、参加団体の拡大によ

り、農産物の減農薬、化学肥料の低減に取り組んでまいります。  

    また、町では、土づくりセンターでは発酵牛糞堆肥を生産しており、稲作では、この地

元の堆肥を使用した特別栽培米のコシヒカリは「にっしぃライスかがやき」としてブラン
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ド化され、生産者からの買取りも高く行われております。同様に、他の野菜類などに土づ

くりセンターの有機肥料を使った栽培についても、独自ブランド化し、付加価値を高め、

生産者に利益還元できるシステムを構築しながら、有機農業の支援・拡大を進めてまいり

たいというふうに考えております。 

    農の匠の研修におきまして、カリキュラム等に減農薬、また、化学肥料の低減栽培や、

有機農業の紹介も組み入れていきたいというふうにも考えております。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。 

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。 

 

９番（金谷英志君）    いろいろ町としても、県、国の制度も活用して、いろんな取組もさ

れているということです。 

    私も米作っておりますから、なかなか減農薬、それから、化学肥料使わないということ

になれば、先ほど、町長の言われたような収穫の、労力にあったいうことになれば、なか

なか難しいということもあって、農薬なり化学肥料を使わざるを得ないということも分か

るんですけれどもね、なかなか、私、子供の頃から、志文川に魚が、僕の子供の頃は、たく

さんいたんですけれどね、それが、化学肥料なり農薬で魚の数が減ったということではな

いとは思うんですけれども、今、因果関係が、なかなか、はっきりしませんけれども、志

文川の魚の数が減ったなと、なかなか橋の上から見ても、魚の魚影というか、見えません

から、農薬が影響あるんかなと。 

    それから、この間、テレビでやっていましたんが、うなぎの生産が、生産いうのか、稚

魚が減ったいうことで、島根県のほうで、それが農薬の影響で、餌となるどじょうなんか

が食物連鎖の中でなくなり、それで、それが回りまわって、うなぎの稚魚が少なくなった

いうようなことも報道されていましたから、それで、それが、うなぎの稚魚が少なくなっ

たのが、ちょうど、農薬を使うようになった、田んぼで使うようになった時と時期が一致

するというふうなことも報道されていましたから、佐用でつくる分について、安全な農産

物をつくるというふうなことも大切だと思うんですけれども、この 12 月の広報に給食セ

ンターの取組が載っていて、その中で、言いますと、『生産者のみなさんは、佐用町の子

どもたちに「新鮮でおいしい野菜を食べてほしい」「元気いっぱいに育ってほしい」とい

う思いで、害虫対策や水やりも工夫し、安全・安心な野菜を作ってくれています』という

ふうな、これを、まだ、進めていくためには、やっぱり安心な農産物を佐用町ではつくっ

ていくというふうな取組もされているということですけれども、１つ具体的なことでお聞

きしたいんですけれども、農薬の１つの害のあるやつは、ネオニコチノイドの農薬の害と

いうのがありますけれども、これについて、これだけに限って、ちょっと、お聞きしたい

んですけれども、このネオニコチノイドというのは、従来の農薬は植物の表面に付着させ

るものだったんですけれども、浸透性農薬として種や根、葉、実の表面から植物全体に浸

透して、植物全体が毒性を持つと。植物だけでなく、植物内部から葉先に出る水分や蜜な

ども有害なものとなると。それが、雨が降っても流れ落ちることがないというふうな、こ

のネオニコチノイドの、５、６年前から、それが話題になっていうこともあるんですけれ

ども、このネオニコチノイドの状況というか、利用状況とか、それの影響については、課

長、どのように把握しておられますか。 

 

〔農林振興課長 挙手〕 
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副議長（小林裕和君）   松阪農林振興課長。 

 

農林振興課長（松阪鉄矢君）  ちょっと、得意分野ではございませんので、そのネオニコチノ

イドの農薬が、今、佐用町の中で、どういう状態で使用されているのかということにつき

ましては、ちょっと、私のほうでは把握はしておりません。  

    ただ、やはり、先ほど、言われましたように、例えば、この前も、私もテレビで見たんで

すけれども、佐渡のほうで、トキが来なくなったと、そういった中には、そういうネコチ

ノイド系の農薬が影響しているといった中で、このネオニコチノイドの農薬につきまして

は、本当に最近出てきたものですよね、平成になってからという形だと思います。 

    佐用のほうも、そういった形で、この環境型の、さっき言いました直払いの制度を取り

入れられて、自分らでブランド化されて、そういった、そういうことすることによって、

トキが戻ってきたといった形の話は情報は聞いております。  

    ただ、このネコチノイドの農薬の使用量等につきましては、私のほうでは、ちょっと申

し訳ないですけれども把握のほうはしておりません。以上でございます。  

 

〔金谷君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員。２分前です。 

 

９番（金谷英志君）    具体的にネオニコチノイドの名前挙げましたけれども、先ほどの町

長の答弁の中で、農会なり、それから、元気工房さようの中でも、そういう取組について

は、そういう減農薬、それから、化学肥料使わないというようなこともあります。そうい

うふうに取り組んでいくということがありましたが、実際、これで、その方向で、やっぱ

り周知をして、皆さんに情報を提供して、実際の害なんかもあるということで、佐用町の

減農薬、化学肥料の縮減に取り組んでいっていただきたいと思います。  

    質問終わります。 

 

副議長（小林裕和君）   金谷英志議員の発言は終わりました。 

    続いて、１番、金澤孝良議員の発言を許可します。 

 

〔１番 金澤孝良君 登壇〕 

 

１番（金澤孝良君）    議席番号１番の金澤です。 

    私は、３点の質問をしたいと思います。 

    まず、１点目、休耕田・放棄農地等の対策はということで、質問させていただきます。 

    近年、農業環境は大きく変わっています。大規模農家、営農関係については機械化が取

り入れられ、近代的な農業を営まれています。そして、収益を上げられているようですが、

小規模農家にとっては、その近代化の機械の購入に採算が合わないとか、次世代への担い

手がないなどの切実な問題を抱えておられます。また、作業委託においてもＪＡや、営農

組合に依頼するには未整備田は駄目だとか、１ヘクタール以上ではないと駄目だとか、い

ろいろと制約があるようでやむなく放棄田、荒地にしなくてはならない状況にあります。  

    保全管理を行うにも草刈り、耕運作業が非常に大変です。このままの状態が続いていき

放棄農地が増えていけば、農地としての利用価値がなくなると同時に、山間部ののどかな

里山風景や情緒ある農作業風景も失われて荒地となり、再び農地としてののどかな里山風
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景や、農地としての利用ができなくなる状況にあります。 

    土地の利用活用で太陽光発電パネルが各地で見られるようになりました。太陽光発電を

否定するわけではありませんが、こんなところにもと思われるような場所にも設置されて

いるように思われます。それぞれ県の認可を受けての設置だと思いますので、ここでは特

に指摘はいたしませんが、農地が本来の農地として活用されてこそ、里山環境が守られて

いくものではないかと思います。 

    いずれにしても、大規模農家については、国・県からの助成制度もありますし、それを

活用されて専業的にやられている農家の方々は、非常に農業振興に大きく活躍されていま

すが、それは、とてもすばらしいことだと思っています。  

    しかし、小規模の兼業農家については、助成制度や支援もなく、やむを得ず放棄農地と

されているのが現状であります。先般の地籍調査では、何の利用価値もない田畑は原野と

しての変更登記をされている方が多いように聞いております。 

    以前は、保全管理という名目でわずかではありましたが、管理料としての支給制度もあ

りましたが、現在は、何もなく、ただ本当に管理といいますか、草刈りをするだけの土地

となっているのではないかと思います。 

    このままでは、少しずつではありますが、農地としての利用価値がなくなる放棄農地が

増えていくばかりであると思われます。 

    人口の減少の中、佐用町内で一生懸命農地を守ってきた兼業農家に何らかの支援策を行

い、里山環境をこれからも守っていく必要があると考えますが、行政として、今後どのよ

うな対策を考えているのかを伺いたいと思います。 

    １、放棄農地となっている面積は、ここ 10 年でどのくらい増えてきているのか。 

    ２、地籍調査での原野化された農地は、どのくらいの面積なのか。 

    ３、放棄、原野化となる農地のその対策は、どのようにされているのか。 

    ４、原野化にならないための保全管理をするに当たって、草刈り等の助成はできないも

のなのか。 

    ５番目、中山間地域等直接支払制度の利用促進は十分にできているのかどうか。  

    以上、お伺いいたします。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、金澤議員からのご質問にお答えをさせていただきます。 

    まず、休耕田・放棄農地の対策についてのご質問にお答えをいたします。  

    最初に質問事項にございます JA の作業委託の件でございますが、未整備田等で進入路

が狭いほ場については、受託していないケースもございますが、全ての未整備田について

でないこと、また、面積要件の１ヘクタール以上につきましては、ヘリでの防除について

のことであることを確認をしておりますので、ご承知をお願いしたいと思います。 

    また、ご質問の放棄農地の定義でございますが、遊休農地・荒廃農地の区分につきまし

ては、現在、農林業センサスによる耕作放棄地、農地法に基づいて農業委員会が行う利用

状況調査による１号遊休農地と２号遊休農地、農業振興部局が行う荒廃農地調査による荒

廃農地のＡ分類、Ｂ分類と各調査で微妙に違いがございます。今後、利用状況調査と荒廃

農地調査は統合をされることから、農地法に基づく利用状況調査の「現に耕作の目的に供

されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる１号遊休農地」を議

員ご質問の放棄農地というふうに解して答弁をさせていただきますので、その点もご了承
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をお願いいたます。 

    まず１点目の放棄農地となっている面積は、ここ 10 年でどれくらい増えているのかと

いうことについてでございますが、10 年間で 22.7 ヘクタール増加をしておりますが、平

成 26 年度に臨時職員を雇用して、実態調査を行い、実態との差異を修正をしたために、大

幅な増加となっており、平成 26 年度から令和２年度では、2.8 ヘクタール、逆に減少をし

ております。この減少理由では、これは農地転用で、住宅建築やソーラーパネルが設置を

されて、農地でなくなったことが原因となっております。  

    なお、放棄農地の全体面積は 25.7 ヘクタールで、現在の田の農地台帳面積は 1,930 ヘク

タールでございます。 

    次に、２点目の地籍調査での原野化された農地はどのくらいあるのかということについ

てでございますが、地籍調査では、現地調査の結果、現地が農地でない場合は、農地から

農地以外の地目へ変更が生じますので、農業委員会と協議を行いながら事業を進めており

ます。 

    令和元年度と令和２年度の現地調査地区 10 地区について、農地から山林・原野・雑種地

に地目変更した筆数は約 700 筆、面積は約 18 ヘクタールでございます。それ以外の地目

としては、公衆用道路や宅地等の地目となっております。 

    続いて、３点目の放棄、原野化となる農地の対策はなされているかということについて

でございますが、町内の至るところで何も耕作されず放棄状態の田が見られます。農地の

面積に応じて交付金が支払われる、多面的機能支払交付金制度や中山間地域等直接支払制

度の推進により、制度に取り組む集落、農会では守っていくべき農地を話し合いによって

決められ、営農、保全活動がなされております。 

    特に多面的機能支払交付金制度におきましては、多くの集落に取り組んでいただけるよ

う、負担となる事務処理を一括して行う佐用町水土里会を設置をいたしました。あわせて

広域化をすることにより、事業費を有効活用し、農業設備の長寿命化にも取り組みが進ん

でおります。現在の取り組みは 85 団体で、集落では 90 地区となっております。来年度も

新たに１集落が取り組まれる予定でございます。 

    また、人・農地プランの作成により、地域の中心的な担い手、農業の将来のあり方を明

確化をし、農地を守っていただくよう進めております。町では、現在 33 件作成されており、

今年度も３件の作成が見込まれております。これら制度の推進に加えて、野生動物防護柵

設置費補助により、放棄農地の防止も図っているところでございます。 

    農地につきましては、農地法により所有者等の責務として、適正な管理しなければなら

ないことから、農会等で対応できない雑木や雑草が繁茂し、周辺農地に著しい支障を及ぼ

す農地につきましては、農業委員会から所有者等に対しまして、指導も行われております。 

    次に、４点目の保全管理等のための助成はできないかということについてございますが、

議員ご発言のとおり、戸別所得補償制度が始まる以前は、国の助成制度として保全管理に

つきましても助成金がございましたが、これは、国の施策である米の生産調整のため、や

むなく保全する場合の助成であって、現在では、ただ単に保全管理をする農地に対しての

単独の助成はございません。ただし、先に述べました多面的機能支払交付金、中山間地域

等直接支払制度は、保全管理の農地も交付対象となっておりますので、制度を活用して農

地の保全に取り組んでいただきたいというふうに考えております。 

    また、農地の粗放的な管理として、団地要件はございますが、蜜源レンゲの栽培に対し

ての産地交付金を設けておりますので、現時点において単独での保全管理に対する助成と

いうところは考えておりません。 

    次に、５点目の中山間地域等直接支払制度の利用促進はできているのかということにつ

いてでございますが、この制度は５年を１期とするもので、平成 12 年から始まって昨年度
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から５期目を迎えております。交付要件として 20 分の１以上の傾斜と 1 ヘクタール以上

の団地面積が必要となっておりますので、全ての農地が対象とはなりませんが、４期では

38 協定、５期では 39 協定で取り組まれており、来年度は、また、１協定増える予定でご

ざいます。 

    交付金の使途につきましては、個人配分と共同活動への配分となっており、共同活動で

は、農道草刈りの出役費、水路等の修繕、獣害防止柵の設置費用、共同機械の購入費など

各協定で工夫をされて活用をいただいております。 

    少子高齢化、人口流出等による離農者の増加、継承者不足などで、今の農地面積を減少

させず、営農、保全活動を続けることが困難な中、補助制度があるとは言え、荒廃農地を

復元していくことは、不可能に近く、非農地に変えていくことも、ある程度は、仕方ない

というふうな状況であります。 

    農地を守るためには、個人では、ほ場を含め、農道、水路維持など限界もありますので、

人・農地プランの作成を推進して、農会、集落といった地域で、どこの農地をどのように

守っていくか、また、地域農業のあり方、将来像を話し合っていただき、各補助制度を活

用しながら、地域全体で、何とか遊休農地になりそうな農地を守っていただきたいという

ふうに考えております。 

    そのためにも、人・農地プランの作成や各制度の導入をさらに進めてまいりたいと思い

ます。当然、各制度の地域での導入、活用につきましては、地域に出向いて説明会を従来

どおり行いますので、議員からも、また、その点、地域の皆さん方に、ご周知、また、働き

かけをいただければというふうに思いますので、よろしくお願い申し上げます。  

    以上、ご質問に対するこの場でのお答えとさせていただきます。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    丁寧な回答いただきました。 

    JA の作業委託の件なんですけれども、詳しく調べていただいたようで、申し訳なかった

です。僕も農薬散布やっていた加減で、どんな小さな田んぼでも行っていたんですけれど

も、JA は、かなり作業効率を求められまして、１町以上ということになっているようでご

ざいます。 

    放置農地なんですけれども、いろいろ、かなり、いろんな分類があるようですね。僕も

大雑把な放棄農地というぐらいにしか、とらまえていなかったので、非常に勉強になりま

した。 

    いずれにしても、農地が農地としてなくなるということが、面積が 22.7 ヘクタールぐら

い、ここ 10 年ぐらいで減っていたと。さらに、また、これからも少しずつではあるとは思

うんですけれども、だんだんと、あと、いろんな農家の方と、僕もお話しするんですけれ

ども、「わしができんようになったら、もうやめじゃ」という方が、かなりおられます。現

実に、そうじゃなかろうかなと思います。 

    質問の文書にも書いておりましたけれども、非常に兼業農家にとって、２反、３反ぐら

いな田んぼでしたら、コンバインがめげたら、もうええはとかいうような考えの方が、非

常に多いようで、僕も、その一人なんですけれども、そういったことで、一度にたくさん

なくなるというわけじゃないんですけれども、少しずつ、ほんの少しずつ面積が減ってい

くんじゃないかと思いますので、こういう質問をさせていただいたんですけれども。  

    地籍調査で、僕、長谷の奥金近というところなんですけれども、非常に、いわゆる平地
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の田んぼがないところなんで、ほとんど山田だったんですけれども、そこが、もう放置さ

れて 20 年、30 年たっているところを、地籍調査に行ったわけなんですけれども、田んぼ

の中に、もう、こんな大きな木になってしもて、田んぼには絶対再生できへんということ

で、調査された方が、これは田んぼとしての登記は無理やと。原野というような格好で登

録せなしょうがないなということで、かなり奥金近でも、その面積が増えたと思うんです

けれども、そういったところが、今後、本当に、どうしようもないので、原野にされたと

なったとしても、本当に何も価値のない土地なので仕方がないと思うんですけれども、何

とか、我々の親、そして、おじいちゃん、おばあちゃんらが守ってきた土地を、何か農地

としての形ができるものならなとは思うんですけれども、そういった格好で、農地として

ではなく、原野となってしまったら、今度、農地に戻そうと思うことは、かなり難しいの

かな、ちょっと、よく分かりませんけれども、本当に棚田の風景がなくなってしまうよう

な状態でございます。 

    これは、私の意見なんですけれども。 

    それが、農地が原野になったということは、それは、あくまでも農地としては認められ

ないという形で原野に登録してしまったら、あと例えば、どう言うのか、僕らも、たまに

隣の畑を譲ってくれとか言われた時に、耕作面積が、今、３アール以上なかったらあかん

と、原野になったところは、当然、農地じゃなくなるので、それは引かれるわけじゃさか

いに、今まで買いよったんが、そこがなくなったために、農家として認められないという

ようなことも、あるんでしょうね。ちょっと、質問の項目には入れておらんのですけれど

も、ちょっと、分かればお願いしたい。 

 

〔農林振興課長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   松阪農林振興課長。 

 

農林振興課長（松阪鉄矢君）  先ほど、議員おっしゃりましたように、経営面積が３反ですね。

加えて３反になったかということになりますので、おそらく原野になりますと、田ではな

くなりますので、そういった場合はカウントされないという形になってきます。  

    もし、それで自分が、所有が１反あって、じゃあ今度、１反ほど買いたいんだけど、買

えないよというような場合は、例えば、利用権を設定して、自分の経営面積になりますの

で、例えば、よそから１反を借りてきて、自分の経営面積は、今、２反ですよと。それを買

うことによって３反になりますよというような形にしてしまうと、その人は、また、田ん

ぼを買えるといった形にはなりますので、制度としては、そういう制度でございます。以

上でございます。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    すみません。余分な質問になりましたけれども、そういう形で、何

とか乗り切る方法があるということなんですね。はい、ありがとうございます。 

    それから、次、４番の保全管理のための助成ができないのかということで、ご説明して

いただいたんですけれども、中山間地直接支払や多面的機能、そういったものもご指導い

ただいたんですけれども、今、僕、ここに持っているのが中山間地等直接支払制度のパン

フレットなんですけれども、いいことが書いてあるんですけれども、非常にやろうと思っ
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たら、なかなかかなり堅苦しい、農家がまとまらなんだらあかんと。集落で何人以上集め

なさいとか、それから、農業生産活動を継続するために助成するということで、生産活動

をしていきながら農地を守るという、両面での事業だと思うんですけれども、我々、私が、

今回、言っているのは、昔やった減反政策ですか、ああいうふうな格好で、あれはよう作

らへんけれども、景観を守るために草刈りだけでもしたいんやという方々は結構おられて、

また、実際に僕もやっていますし、周りの人も景観を守るために草刈り作業を一生懸命や

っているんですけれどもね、そういった方に、例えば、シルバー人材センターを頼んだら、

１日１万円かかったと、それを、3,000 円でも 5,000 円でも助成ができるような制度があ

ればなと思うんですけれども、そういったことは考えてもらうことはできないでしょうか。 

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

町長（庵逧典章君）    最初の答弁の中でも、かなり詳しく、今の現況を説明、制度を説明

させていただきました。 

    この非常に、やっぱり制度を活用するということになると、当然、そうした交付金を受

けるためには、ある程度の制約といいますか、ルールというのは、当然あります。  

    それが、これまで、なかなか集落の中で、そうした申請事務とか取組、そのことをする

ことが非常に負担になるということで、水土里会という、そうした事務局を設置して、こ

れを推進していくということで、これによって、かなりの集落が、逆に今、それを使って

いただいているんですよね。 

    ですから、やはり、そのへんは、確かに、集落の皆さんが、個人だけではなくって、ある

程度一定の皆さんでという、これはやはり、自分の土地だけを守ってということが、全部

の人が、それぞれやっていただければ、それが全体になるんですけれども、やはり、今の

状況から見ると、そうした保全管理をしたり、また、農地として耕作、そこで生産をしな

くても、草刈り、集落の環境として、雑草が繁茂したり、環境が損なわれていくと、そう

いうものを、みんなでという取組が、１つの大きな目的でありますから、これは、やはり、

今、80 集落ぐらいですか、集落の数としては 90 集落ぐらいね。だから、ここまで、やは

り、たくさんしていますから、それが、できていないところの地域については、これを取

り組めるように、皆さんで、やっぱり、まず、努力をしていただくということが、まず最

初、大事だというふうに思います。 

    以前の、減反政策で、強制的に、作付けをしたら駄目だと。やむを得ず作付けをしない

ということに対しての助成制度だったわけで、国としても、これまでどおり、米余りにな

ってしまって、自由に作付けはできるという前提の中で、じゃあ、それだけで補助をしな

いということになると、もっともっと、そうした、今の個人で小規模な農地が荒廃をして

いく、それを守るためにという、こういう制度が、まず作られているというふうに、私は、

思っておりますので、この制度を活用できるように、ぜひ、まずは、取り組んでいただき

たいということをお願いしたいと思います。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    当然なんです。集落がまとまって、いろんなことをやっていくとい
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うことは非常に大事なことで、やらなければならないんですけれども、僕も個人的には努

力しているんですけれども、なかなか、うまくまとまらないと。  

    自分とこの田んぼぐらいだったらやるけども、よそのんまで出ていうか、ボランティア

じゃないんですけれども、こういう制度を活用したら助成金も出ますので、やっていこう

じゃないかなと言っても、よそのんまではなというのが現実のところなんです。そういっ

たところを、今後、検討していかなあかん課題だとは、僕自身も思っているんですけれど

も。 

    去年の年末に長谷の地域づくり協議会で、地域の住民にアンケートを取ったわけなんで

す。その中で、地域づくり協議会に対して、どんなことをしてほしいですかというアンケ

ートを取ったんですけれども、その中で、一番多かったのは、農作業の草刈り作業。それ

から、田んぼ、畑の耕うん作業。それが、全部で、対象は子供も含めたなんですけれども、

518 人から回答をいただいたんですけれども、その中で、農作業と草刈り作業をしてほし

いというのが、234 人。これ、多分、大人の方ばかりの回答だと思うんですけれども、非常

に農作業に、農作業は特に草刈り作業が負担だと思っている方が、非常に多いのが現状み

たいです。 

    それで、その人らに、一緒にみんなでやりましょうなというお話ができるかと言えば、

そうじゃないと思うんです。ほとんどが、おじいちゃん、おばあちゃんだったり、自分と

この草刈るのも、今、精一杯で頑張りよんやと、けど、わしがようせんようになったら、

誰が刈ってくれるんだろうなというような家庭が多いようでございます。  

    そういった方々の要望に応えるためにも、ぜひ何とか、そういう助成制度があればなと

思って、質問させていただいたんですけれども、基本的には、こういった多面的機能支払

制度や中山間地等直接支払制度を利用してくださいということで、取り組んではいかなけ

れば駄目だと思うんですけれども、なかなか、それが難しい状況なので、また、ひとつ今

後の検討課題として、考えていただければなと思います。  

    次に、２点目に入りたいと思います。 

    8050 問題のその後の対応はということで、ご質問いたします。 

    ひきこもり世代の高齢化問題については、以前にも質問させていただき丁寧な説明をい

ただいたところですが、全国でも、まだまだ多くの課題、問題があるようでございます。 

    ニート・ひきこもりの方々個人の問題であるように思えますが、家庭環境の変化、本人、

親の高齢化により生活状態が貧窮化状態になり介護放棄などの問題が全国で起きておりま

す。 

    2020 年６月に改正社会福祉法が成立し、引きこもり、介護、生活困窮者といった多分野

にまたがる課題解決が必要で、窓口をたらいまわしされていた問題をワンストップで包括

的に対応できる体制づくりが確立できるようにするための改正であるようです。  

    佐用町では、この社会福祉法の改正を受け、どのような体制づくりができているのかを

お伺いします。 

    １、地域包括支援センターでの取組はどうなのか。 

    ２、ひきこもり地域支援センターとの連携はできているのか。 

    ３、生活困窮者支援窓口・自立相談支援センター等の取組はどうなっているのか、お願

いいたします。 

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 
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〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、金澤議員からの２つ目のご質問でございます 8050 問題の

その後の対応についてお答えをさせていただきます。 

    以前でのご質問でもお答えをさせていただいたところでありますが、8050 問題とは、子

供のひきこもりが長期化をし、それを支える親も高齢となり、経済的困窮や介護に関して

の問題が発生するようになり、これを 80 代の親と 50 代の子供との関係での課題であるこ

とから 8050 問題というふうに呼ばれているところでございます。  

    このように、地域住民の抱える課題が複雑化、複合化する中で、これまでの生活困窮相

談窓口、子育て支援窓口、高齢者支援窓口、障がい者支援窓口といった、個別での支援体

制では、対応が困難になってきていることから、令和２年度に社会福祉法の一部が改正を

されまして、国としては、市町村が包括的な相談支援体制を構築するように、市町村に対

して求められているところでございます。 

    佐用町では、現在のところ、国が示しておりますような包括的な窓口という、総合的な

窓口という設置はできておりませんが、しかし、小規模な自治体の特性を生かして、現在

でも一人一人の職員が関係する複数の業務を担当して、課内の職員や課を超えた他の職員

との連携調整を行いながら、介護や障がい者の皆さん、そして、子育て、生活困窮、保健

福祉など、住民の方に対する相談が円滑な対応ができるよう、実質的には、こうした包括

的な窓口を設置しているのと同じように、その対応をさせていただいているところであり

ます。 

    それでは、１つ目の地域包括支援センターでの取組はということについてでございます

が、佐用町地域包括支援センターは、介護保険法の規定に基づいて設置をされ、住民の保

健医療の向上と、福祉の増進を包括的に支援することを目的といたしております。この業

務の１つである総合相談支援業務では、住民の各種相談を幅広くお聞きして、必要な支援

を把握し、適切な関係機関へつなぐよう支援を行っております。 

    また、相談の中で、高齢者のひきこもりや 8050 問題などの課題がある場合には、保健

師、民生委員児童委員、介護支援専門員、近隣の関係者など、かかわりのある人による個

別ケア会議を開催するなど、関係する各課の職員や介護、医療、福祉などの関係機関と連

携をして、生活改善や自立への支援へとつなげております。 

    次に、２つ目のひきこもり地域支援センターとの連携はとのご質問でございますが、兵

庫県におけるひきこもり地域支援センターは、コムサロン 21 という特定 NPO 法人が県か

ら委託を受けて担っております。姫路事務所では、ひめじ若者サポートステーションとい

う事業により、社会とのかかわりが困難な若者の相談を受けたり、就労支援を行ったりし

ております。ひめじ若者サポートステーションは、姫路市内での支援だけでなく、約２カ

月に１回、佐用町役場内に出張窓口を開設して希望者の相談にも応じていただいておりま

す。 

    最後に、生活困窮者支援窓口・自立相談支援センター等の取組はということについてで

ございますが、兵庫県内では、県から委託を受けたワーカーズコープという団体が相談や

支援に当たっております。ワーカーズコープは、生活保護を申請してから保護費が支給さ

れるまでの間や、次に収入が入るまでの間の一時的な食糧支援や、ハローワークなどに同

行して仕事を見つける支援、また、金銭管理による家計改善の指導など、役場の業務では、

なかなかできない支援を担っていただいており、町とワーカーズコープのお互いが連携を

して、生活に困る方を支えております。 

    これからもこのような連携によって、町民の皆さんのお困りごとに寄り添った支援を続

けてまいりたいと思います。 
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    また、今年度からひきこもりにある方への支援として、16 歳以上 50 歳未満の方、約 4,800

人に対して、生活と健康に関する調査というアンケートを、現在、実施をしております。

加古原議員からのご質問の中にもありまして、答弁をさせていただいたとおりの調査でご

ざいますが、そうした、このアンケートにより、ひきこもりの疑いのある人や社会機能が

低下をしている人を把握して、支援を必要とする人で、同意が得られる場合には、来年度

以降、さらに詳細な聞き取りを実施したり、訪問による相談など、ご本人やご家族に対し

ての支援につなげていければというふうに考えております。この調査によって、できるだ

け、町からも、そうしたアプローチをして、そうした相談をして、お互いに問題解決に向

けて取り組めるような形で、対象者の方々に寄り添っていければというふうに思っており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。  

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    町内の、佐用町の状況をありがとうございます。確認したところで

ございます。 

    私が、ここで言う 8050 問題というのが、実際にはもう、世代的には 90 代になられたり、

その方が 60 代近くになられているというような状況の方についてなんですけれども、ど

ういうような窓口対策があったとしても、なかなか本人から手を挙げて相談に来られると

いう方は、全国的に少ないようです。 

    本当に、いよいよ何か事件があったり、衰弱死とか、そういう事例があった時に初めて、

ああそうだったのかと分かることが多いのが現実のようです。  

    なかなか本当に、行政がいくら頑張って、窓口を手を広げて待っていたとしても、なか

なか、そこに駆け込んできていただけないというような状況で、じゃあ、どうしたらいい

のかという部分が、一番難しい。これは、ちょっと、違うとは思うんですけれども、子供

のいじめとか、そういった部分についても、見つけ出すのが、本当に難しいような状況の

中で、いろいろと行政も考えていただいておりますので、僕、ああだこうだという部分が

ないかとは思うんですけれども、しかしながら、じゃあ、仕方がないから放っておこうか

というわけにもいきませんので、やっぱり、できる限りの対応というのは、やっていただ

きたいと思っております。 

    福祉法が改正されたということで、さらに強力に国も取り組まなくてはいけないという

問題ということは、十分に認識はされておるようです。  

    質問の文書の中にもありましたけれども、今まで、窓口を、いやここじゃない。いや、

この問題だったら、別の介護のほうに行ってくれとかいう、たらい回し的な部分が結構多

いかったということで、一括して、どこかの窓口で引き受けて、全て対応しようじゃない

かということで、こういった法改正になっているんだと思うんですけれども、そこらあた

り、専門の職員というのは、非常に難しいと思うんですけれども、先ほど、町長がおっし

ゃられたように、NPO 法人のほうで、協力体制をしていただくというところなんですけれ

ども、そういう担当の職員、一応、窓口としての職員は、健康福祉課か高年介護課か、ち

ょっと、よく分かりませんけれども、手を挙げて、自分から相談に行った時の担当職員と

いうのは、専門で置かれているんでしょうか。  

 

〔健康福祉課長 挙手〕 
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副議長（小林裕和君）   長峰健康福祉課長。 

 

健康福祉課長（長峰忠夫君）  お答えをいたします。午前中の加古原議員のご質問の時にもお

答えしましたけれども、保健師のほうが、各地区ごとに担当を持っておりますので、ご相

談に応じて、保健師のほうが、その内容を各課のほうにお伝えをして、また、保健師のほ

うから、お返しをする。ご回答するというようなことで、なるべくご相談者の方が、いろ

んな窓口に行って、直接、自分の声で、こういうことをお願いしたいというようなことが

少なくなるようにということで、体制をとるようにしております。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   はい、金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    ある程度の体制づくりというのは、取られているようで、安心する

ところなんですけれども、先ほども、ちょっと言いましたように、まず、自分から手を挙

げて相談に来るというところまで、踏み切る方が少ない。  

    それを、どうしたらいいのかということで、全国的に取り組まれている福祉の介護福祉

者というんですか、ちょっと、名前のこと、はっかり分かりませんが、介護訪問をされて

いる方が、8050 の、息子さんがおられるのに、何で、この人、全然出てきてくれていない

んかなというような自宅があったりするようなことで、その 8050 問題が分かったという

事例もあるようです。 

    訪問ヘルパーいうんですかね、そういった方々と連携しながら、見つけ出すという言い

方、非常に失礼かも分かりませんけれども、そういった家庭に、行っときながら分からな

い状態じゃなしに、その方が、ちょっと、気をつけていただいて、そういった事例を見つ

け出すといいますか、ここ若い子おってのに、何で、仕事に、いつ行ってもおってやはと

いうような状況のところがあれば、報告をしていただくというような体制づくりというの

も必要じゃなかろうかなと思うんですけれども、そこらあたり、介護事業者とかとの、そ

ういった連携的なお話は、今後、していただけるような状況にはあるんでしょうかね。  

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

町長（庵逧典章君）    いろいろ、それぞれの家庭において、いろんな問題を抱えておられ

る実態というのは、想像はある程度したとしても、なかなか、やはり、本当に、家庭の、個

人のプライバシーの問題でありますから、行政がどこまで、そういう実態に対して、いろ

いろと情報交換したらいいじゃないかという話ですけれども、やはり、そうした介護認定

を受けに調査に行ったり、いろいろと行政上の関係の中で、お伺いして、ここには、そう

した 40 代、50 代ぐらいな方で、ずっとひきこもりの方がいらっしゃるんじゃないかなと

いうのが分かっても、それを、ほんなら、担当、こういう人がいますよということ言って

も、じゃあ、直接、そこの家庭に、こういう方、いらっしゃるみたいですけどというよう

なことは、なかなか、これは、言うこと自体が、非常に難しいわけですよね。  

    ただ、この問題は、非常に、私は、これから、地域にとっても、社会にとっても、本当に

大変大きな課題だという認識で、これは以前にも申し上げましたけれども、本当に、先ほ
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ども金澤議員も言われたように、最後、誰も年を取られて病気になったり、それによって

入院をされたり、最後には亡くなられたり、その時になって初めて、そういう親がずっと、

生活を見てきた、親が亡くなった時に、それが、誰も見る人がいなくなったと。どうする

かという問題が、一気に噴出、出てくるわけですよね。  

    そういう方が、相当数いるだろうということは、誰もが、大体、そういう状況としては、

想像はするわけですけれども、先ほど言ったような、本当に、こういう問題に対しての行

政としての取組、できる限り、相談をしていただいて、それを事前に、少しでも、どうい

う対策を、今後、長期的にもしていくかというようなことが、支援ができるかどうか。支

援をするためには、どんな支援ができるかというようなことも相談しなきゃいけない。  

    そのために、先ほどから、申し上げている、今回、生活の実態調査ということを、これ

を、まずさせていただくということが、まず、１つのスタートだろうということで、今、

アンケート調査をしているわけです。 

    ただ、これにおいても、正確に全てアンケートに答えていただけるかどうか、これは分

かりません。 

    ただ、これまで、そうしたことに対して、相談をできない。また、そうした問題を伝え

ることができない方、そういう人にとっては、このアンケート調査というものが、１つの

きっかけとなって、自分の家庭が抱えている問題を、行政と、そうした、いろんな福祉、

また、生活実態、生活の支援の問題、また、就業について、こういう大きな、いろんな包括

的な問題になりますから、こういう形で相談ができるきっかけを、私は、つくっていかな

きゃいかんだろうと。しかも、どのくらいの方が、そういう状況におられるのか。それが、

どんなような年齢で、どれぐらいな、どういう状況にあるのかというようなことも、少し

でも実態に即した状況が把握することが、行政としても、これから対策を進めていく上で、

非常に大事だろうということで、調査を行うわけですから、その点、ひとつ、町としても、

非常に、この問題については、非常に大きな大変難しい問題ですけれども、大切な問題だ

という認識を持っていると。 

    担当においても、そうした福祉課の担当者だけの中で、高齢者というだけじゃない。今

度は、若い人たちと一緒に、一体的な問題になりますから、その一人一人の、今、持って

いる１つの担当分野だけでは解決をしないということなので、町のそういう関係している、

特に福祉課なり、また、生活実態の中で、税とか、それから、保険の問題とか、そういう住

民課とか、そういうところも関係してくるというふうに思いますので、そういうところ連

携をして取り組んでいきたいということで考えております。  

    そのへん、ひとつ十分ご理解いただきたいと思います。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    まさに町長のおっしゃるとおりだと思います。  

    本当に、そういう体制を確立しておいて、そういう事例があった時に、十分に対応でき

る。いつでも即対応ができるように、ひとつ整えていってほしいと思います。  

    この問題について、本当に、いろんな種類、インターネットで調べたりするんですけど、

とにかく、なかなか、人間、プライドもありますしなんですけども、私が困っているとい

うこと、本人から、本当に言われる方が、どの書類を見ても、そういった方々を見つけ出

すのが大変なんだと。 

    見て、一旦、相談に乗ってしまったら、やっぱり十分に対面でお話ができるようになる
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から、そこへ行きつくまでが、非常に大変な作業になっているようです。  

    専属で、NPO 法人の何とか会というのも、一生懸命取り組んでおられているようですけ

れども、そういった方々の苦労話もあります。  

    ですから、地道な活動にはなると思うんですけれども、町においても、そういった体制

づくりというものを、ひとつ、いつ相談があっても真剣に取り組んでいただきたい。  

    たらい回しとか、あっち行け、こっち行けじゃなしに、ひとつ本当に十分に対応ができ

る体制づくりは確立しておいてほしいと思います。  

    平福に、ひきこもり対策、西木さんとこの跡地いうか、家を借りて尾鼻さんいう方が開

いておられる、ちょっと名前忘れましたけれども、そうした、ひきこもりについての IT 活

用で、何かをやっていくんだということを、新聞に出ていたように思うんですけれども、

そういたところも、ぜひ、また、町のほうで、協力体制をしていただければいいのではな

いかと思います。 

    時間ありませんので、３点目の質問に入らせていただきたいと思います。  

    今年の７月の豪雨で、静岡県伊豆地方、熱海市ですね、で起きた盛土崩落は甚大な災害

となり、大きく報道されたところです。この盛土の崩落災害により国土交通省は盛土の安

全性について、全国に点検確認の指示を出したと報道されています。兵庫県でもやってい

ただいたようですけれども、町内にも大規模な盛土や埋め立て、そして、また、個人の事

業者が埋め立て、盛土というのが存在しているようではないかと思いますが、その安全性

についての確認ができているのかどうかを伺います。  

    １、申山・秀谷の太陽光施設の盛土の安全性は、確保できているのか。 

    それから、２番、個人事業者の埋立地も含めて盛土と確認できる場所は、一体どのぐら

いあって、その安全性は確認できているのか。 

    ３番、家屋や人的被害の出るおそれのある盛土は、その中に含まれているのかどうかを

お伺いいたします。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、金澤議員からのご質問、３点目の町内の盛土の安全性に

ついてのご質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

    まず、盛土の安全性確認につきましては、ご指摘のとおり、今年８月、国からの指示に

よりまして、兵庫県においても宅地造成等規制法、林地開発等の開発に係る関係法令にお

いて、おおむね 2000 年以降に造成の完了したものを対象に、盛土による災害防止のための

総点検が実施をされて、町も対象地の場所等の情報提供も行っております。  

    点検は、既に終了をしておりまして、その結果につきましては、近々に公表をされる予

定というふうに聞いております。 

    まず、１点目の申山・秀谷の太陽光発電施設の、この盛土の安全性ということでござい

ますが、申山は中国横断自動車道姫路鳥取線の残土処分地として NEXCO が、この造成を

行っております。また、秀谷は平成 21 年の災害による災害復旧事業の公共工事残土処分地

として、兵庫県光都土木事務所が、法令に遵守した規格で、この盛土工事を行っておりま

す。 

    先ほど、説明しましたが、国からの指示であります、盛土による災害防止のための総点

検とは別に、県により太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例で、届出の対象

となっている 5,000 平米以上の太陽光施設を対象とした、防災上の措置に関する総点検が
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併せて実施をされております。 

    点検結果については、県ホームページでも公表されておりますが、申山・秀谷とも、防

災上の措置に関する基準においては、全て適合となっており、経年による地盤や盛土のり

面の変状も認められていないために、安全性が確保されているということでございます。 

    ２点目の個人業者も含めて、盛土と確認できる場所はどのくらいあるかとのご質問でご

ざいますが、県や町の公共工事以外でも、個人の住宅建築、森林整備のための作業道の設

置など、様々な工事において盛土等は、これは必然的に切土、盛土という形で行われるも

のであり、町内には、その高さが数十センチぐらいから、秀谷や申山の残土処分地のよう

に大規模なものまで、様々な状況もあることから、その全てを把握することは、非常に難

しい状況でございます。 

    また、造成を行う場合の町への届出が必要な制度としては、宅地造成等規制法による届

出制度があり、一定以上の切土、盛土には許可または届出が必要となっておりますが、そ

れも宅地造成工事規制区域内に限られたことでありまして、町内の半分以上は対象外とな

っていることから、これも、なかなか把握は難しくなっております。 

    次に、３点目の家屋や人的被害の出るおそれのある盛土はあるのかということでござい

ますが、先ほど、説明をさせていただきましたことに加えて、被害の危険性についての把

握は、それぞれの場所毎に状況が違うために、盛土を実施する施工主の責任において判断

をしていただく必要があると考えますが、初めに申し上げました、盛土総点検の結果を、

これから確認をしていきたいというふうに考えております。 

    また、新たに土地を開発する場合には、先ほど申し上げた宅地造成等規制法のほか、森

林の場合は、林地開発許可などの土地利用規制がございますが、それにより全ての安全が

確保されているとは言い切れません。 

    なお、人家裏などの危険性につきましては、通称イエローゾーンと呼ばれる土砂災害警

戒区域や、通称レッドゾーンと呼ばれる土砂災害特別警戒区域などを戸別配布されました

ハザードマップや県のホームページで、これは確認をすることができます。 

    以上で、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    まず、１点目の申山、秀谷の太陽光設備の件なんですけれども、秀

谷は別なんですけれども、申山を埋立て、NEXCO 西日本がやられたんですけれども、埋

立て当時、ちょうど僕、集落の自治会の役員しておりまして、非常に心配だったので、

NEXCO の津山工事事務所でしたかね、工事長さんとこに、３回か４回ぐらい出向いて、

盛土が、どのぐらいの高さになるんやとか、安全性について聞いたことがあるんです。  

    そしたら、今井さんと言われたと思うんですけどね、工事長が、「素人さんに、そうい

うこと言われるまでもなく、我々は、もうしっかりと計算して、土の埋め方とか、斜面の

角度がどのぐらいにしたらいいのかやっていますので、地元の人に、決して、将来的にも

迷惑をかけることがないので、安全性については保障します」と言っていただいて、いろ

いろ難しい計算あるようですね、何立方メートル埋めたら、50 センチか 60 センチぐらい

でしたかね、それを転圧して、また、それを、もういっぺん転圧するという、非常に細か

い作業をされていました。 

    「じゃあ、ほんなら所長、これ何年ぐらい大丈夫なんですか」って言ったら、「その何年

もつかと言われたら、それは回答が、なかなか難しい。ただ、計算上、これだけ埋立てた
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土に対して、斜面はこのぐらい。これだったら、一般的に考えて、自然のできた山よりも、

しっかり土砂はしています」という、自信を持っておっしゃられましたので、それを僕ら

は信用しておるわけなんやけども、ただ、50 年、100 年、僕らは結果を見るわけにはいか

んのやけども、そのぐらいは大丈夫なんかと言ったら、「設計上は大丈夫です」というい

い方なんですね。設計上は。 

    ただ、想定された災害とか、いろいろあるみたいですけれども、世の中の自然災害の中

には、やっぱり想定外ということがありますので、やっぱり点検というものを、しっかり

やっていただくように、町のほうに、町の土地なのでいうことで、所長から聞いたんです

けれどもね、今後の点検ということは、町が責任持ってやっていただいていると思います

ので、それはそれで、申山の埋立地については、僕は、安全は確認しながら、今回、秀谷と

一緒に質問させていただいたわけなんですけれども、秀谷の埋立てを県土木がされて、同

じように、50 センチとか、１メーターごとに転圧をされて、十分に転圧をされて埋立てを

されておると思うんですけれども、ただ、僕、ちょっと個人的な、非常に心配なんですけ

ど、秀谷、ずっと谷が流れていますと、佐用のちょうど駅の裏の谷になりますので、あそ

こらあたりが個人的な心配なんですけれども、そこらあたりは、町長に、いや大丈夫だと

いうことを、ちょっと、言っていただければありがたいなと思って、ちょっと、確認の、

非常に意地悪な質問なんですけれども、ちょっと、お願いしたいと思います。  

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

町長（庵逧典章君）    そうした盛土という、ああした大規模なもの、また、その盛土の仕

方も谷をこうして埋めるもの。また、山の一部を切り取って一部を造成、盛土する。 

    例えば、佐用中学校なんかというのは、当然、裏の昔あった山を一部切って、運動場の

部分なんかは盛土になっているわけですね。  

    ですから、まあまあ、そういう中でも、いろいろな状態、昔、自然にあったものを、人工

的に変更するために、それによって、そうした崩壊、崩れていくようなことがないように

ということで、いろんな法律上も規制されて、計算をして、ちゃんと、そうした事業を行

うようにということになっております。 

    ですから、NEXCO が行ったり、申山にしても、秀谷にしても、全国にも、こういうとこ

たくさんありますけども、その中でも、そういう、基準に、きちっと則って設置、盛土事

業やっておりますから、あそこまでの工事ができるというのは、なかなかないんですね。  

    ですから、50 年とか 100 年とそんなものじゃないです。これは、私が、ああいう形でつ

くれば自然の山と一緒で、これから何百年も 1,000 年も先でも、それが、その土が崩壊を

していくというようなことはないようにということでできております。  

    一番、盛土で非常に大切なことは、水ですよね。水によって土が下から崩壊をしていく。

中にしみ込んで、その中で土が流動化をして、そして、上の重さというものが傾斜、斜面

をずっていくという、このメカニズムなんですよね。  

    ですから、私らが、熱海のあの事故を見て、あれは、完全に人為的な原因だというのは、

すぐ分かるんですけれども、あれの一番問題は、昔あった谷のところに、土をただ、どん

どん、どんどんと埋めているだけです。 

    しかし、秀谷にしても、申山にしても、まず、土の埋め方は 50 センチ、60 センチごと

に転圧をしながら、これは沈下をしないようにということで、後から、いろんな形に使う

場合も、沈下を防ぐために、そういう造成を一つ一つしていくんですけれども、それ以前
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に一番基本になる水を処理する。水も表面の水は、ぐるりに側溝をつくって、水を集めて、

きちっと調整池のほうまで流して、一気に水が出ないように、申山のほうにも調整池を設

置しておりますし、秀谷の造成地も下流に調整池をつくっております。それは、表面の水

です。 

    でも、それよりか、一番、ああいう盛土に対して危険なのは地下水。浸透してきた水で

す。この水を、きちっと排水をしていかないと、埋めた土の内部が熟んで、流動化をする

と。ですから、秀谷にしても申山にしても、下に排水管を、全部、ずっと大きなのを設置

しているわけです。そこで、それにガラを入れて、そこで水が、きちっと地下水という形

になった水が、また、排出がされるように設計をされております。  

    ですから、そういう工事をするために莫大な費用がかかるんですね。簡単に土捨ててい

るからできたんじゃなくって、あの工事を申山の時に NEXCO と私も何回も話しておりま

すけども、道路も含めてですけども、あれだけの造成を、造成としてやろうとすれば、約

８億ぐらいな費用がかかると。それから、秀谷の奥にしても、これは全部で 20 数億の費用

が、実際かかっております。そこまで、完全なものにやっていますから、これらは、本当

に安心していいんですけれども、なかなか民間で小さな規模のところは、そういう施工方

法は取っていないということです。 

    残土処分にしても、上から積んでいくのは、下から下から土を入れていくのは、そう入

れていくんですけれども、下、地下水を完全に排水するようなものを設置して、最初から

計画をしてやっているところというのは、なかなか少ないというようなところが、これが

一番心配をされるところです。 

 

〔金澤君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員。 

 

１番（金澤孝良君）    町長が自信持って、秀谷、申山の太陽光の埋立地は安心しましたけ

ど、ただ、ちょっと、心配なのが、それ以外のところの点検というものを、ひとつ、また、

いつ、それこそ、災害、豪雨、地震があるかも分かりませんので、対応は、民間の埋立地な

んかも含めて、点検作業というものを、ぜひやっていただきたいとお願いしながら、質問

を終わりたいと思います。ありがとうございました。  

 

副議長（小林裕和君）   金澤孝良議員の発言は終わりました。 

    お諮りします。ここで休憩を取りたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

副議長（小林裕和君）   ご異議なしと認めますので、ただ今から休憩を取り、再開は午後３

時 30 分とします。 

 

 午後０３時１５分 休憩 

午後０３時３０分 再開 

 

副議長（小林裕和君）   休憩を解き、会議を再開します。 

    休憩前に引き続き、一般質問を続行します。 

    11 番、岡本安夫議員の発言を許可します。 



 53 

 

〔11 番 岡本安夫君 登壇〕 

 

11 番（岡本安夫君）    11 番、岡本安夫です。本日、５人目で最後の一般質問ですが、よろ

しくお願いします。 

    １件目は、佐用町森林ビジョン実現のためにであります。  

    本年、今年３月に今後の佐用町の森づくりの羅針盤ともいうべき、佐用町森林ビジョン

が策定されました。 

    その第６章では、森林資源活用計画、平成 25 年の評価のところでは、このビジョンの位

置づけや役割に係る独自条例制定を検討するとあり、今議会には、佐用町森づくり基本条

例が上程され、先般の産業厚生常任委員会に付託され審議されたところであります。  

    17 日の本会議で正式に採決されるわけですが、条例が制定されることにより、全国に取

組が発信され、人的交流や、流入の支援が期待されます。 

    また、人材育成と、その確保について、町内、町外の意欲ある若手の人材確保に努める

とあるように、人材育成と確保に林業に特化した地域おこし協力隊の募集を早急に行うべ

きではないでしょうか。 

    木材ステーションや中間土場もあり、ある程度の木材需要と供給の受け入れのベースは

あります。自然林を含めると２万 4,000 ヘクタールの山林は、現状のままでは、一通りだ

け手を入れるのに何年かかるか分かりません。逆に言えば、まだまだ、大きな雇用や起業、

起こすほうの起業です。そして、事業体が生まれる可能性が十分にあるということです。

森林ビジョンや今後、制定される予定の森づくり基本条例が絵に描いた餅にならないよう

に佐用町の森づくりが持続可能なものになるように、まずは、山林作業のできる人、マン

パワーの確保が一番だと思いますが、人材育成と確保についての町長の考えを伺います。  

    なお、２件目につきましては、質問席から行います。  

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、岡本議員からのご質問の第１点目の佐用町森林ビジョン

の実現のためにというご質問に対して、お答えをさせていただきます。 

    議員、ただ今、ご発言のとおり、本年３月に策定した佐用町森林ビジョンは、町の森づ

くりの羅針盤として、具体の施策を多数、盛り込んでおります。併せて、佐用町森づくり

基本条例の制定に向けて、本議会に議案を上程をさせていただいているところでございま

す。 

    町行政といたしましては、荒廃した森林の整備の促進によって、災害に強い森づくり、

木づかいと交流の街づくり、森・街・未来をつなぐ人づくりの３つの重点理念のもと、そ

の利益や恩恵が所有者や住民に還る森となるよう目標を定めて取り組んでいるところでご

ざいます。 

    これらビジョンの実現のためには、実際に森林の中で森林整備に携わっていく人材なく

して、これは成し得ません。そのことは、もうご指摘受けるまでもなく、十分、分かって

いるところではありますが、林業従事者の現状は、残念ながら高齢化が進み、新規就業者

は大変少ない状況でございます。 

    国においては、緑の雇用事業により、新規就業者の確保や育成に取り組んでおりますが、

兵庫県においても、宍粟市内に森林大学校を開設して、林業の後継者の育成に努められて
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いるところであります。同校出身者の佐用町内での雇用は、まだ実現はされておりません。 

    また、町内の林業事業体からの聞き取りによりますと、従業員の募集はしているものの、

応募がないということでありまして、林業事業体においては、従事者不足が喫緊の課題と

なっております。 

    そこで、議員からのご提案のように、地域おこし協力隊としての人材確保も１つの手段

であるとは考えておりまして、実際に、本町でも協力隊出身者が、町内の林業事業体に就

職をしたという実績もございます。 

    また、議員がおっしゃるとおり、佐用町の山林は大変広いわけでありまして、そのため

林業事業体における雇用だけでなくて、新たに小規模な人工林、また、育林や里山整備を

実施をしていただける自伐林家が再び生まれることを期待したいというふうに思っており

ますが、皆さんも十分、現状をよく理解いただいているように、林業の様々な、今、取り

巻く環境、現状で、なかなかこの自伐の林家、林業だけで生計を立てていくということが、

非常に難しいということも事実だというふうに思います。  

    担い手不足は、林業に限ったことではございませんが、農林業をはじめとするあらゆる

分野において、あらゆる場面で、あらゆる、いろいろな、国も、いろいろと制度も創設し

ていただいておりますが、そうした制度、また、町としても、そうした担い手を確保する

ための、そうした制度を活用しながら、努力をしていきまして、まず、林業に携わってい

ただく方の育成、確保に努めていかなければならないということを考えております。 

    以上、ご質問に対するこの場での答弁とさせていただきます。  

 

〔岡本安君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員。 

 

11 番（岡本安夫君）    今、必要性というのを十分感じておられて、なかなか難しいという

ことなんですけれども、どうですか、今年度、あるいは来年度あたりから、私が提案した

ように、林業に携わってくれるというような方を、地域おこし協力隊で募集すると。応募

があるかどうか分かりませんけどね、それやってみようと、やる必要があるんじゃないか

と思いますけど、その点だけについて、いかがですか。  

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

町長（庵逧典章君）    私も森林組合にも関わっておりまして、林業、山にいろいろと携わ

って事業を行っていただいている方々の状況というのは、十分に分かっているつもりであ

ります。 

    そのために、今、佐用町内では、どうしても林業事業者というのは、やはり森林組合を、

当面、中心に取り組まないと、なかなか、そうした新しい事業体が生まれてこないという

状況で、森林組合としても、そうした人材を何とか確保したいということで、これまでも

努力をしてきました。 

    土木会社に勤めておられた方を、そうした重機の操作が十分できる方ですから、そうい

う人を採用をした経過もありますし、現在は、森林の計画とか、そうした事業を進めてい

くためにも、現場での仕事だけではなくて、組合の中での管理、また、事業の計画づくり、

推進、地域の皆さんとの話し合いをして、経営計画を作成をしながら、今、実際に団地化
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をして、進めているんですけれども、そうした人材を、育成するために、昨年、若い、大学

を出た青年を採用をしたということで、全く山の経験はないんですけれども、１年たって、

一生懸命頑張ってくれております。 

    それに加えて、先ほどの提案のように、地域おこし協力隊においても、佐用町が採用し

て、山の仕事に慣れさせるために、町として、そういう仕事を与えて、将来、森林組合な

りにも就職してくれないかというようなことも思いましたけれども、森林組合じゃないで

すけれども、町内の林業事業体のほうに就職をしたということで、これまでも、そうして、

提案をいただく前にも、既に、そういう取組をしてきております。  

    ただ、やはり、今でも、何とか、そうした人材を、さらに採用したい。また、森林組合の

仕事をしていただいている、私とこの直接雇用をしている作業者、組みですね、そういう

ところも、今、人が２人ということで、もう１人、やっぱりほしいというように、現実の

問題として、そういうのもあり、また、これまで、ずっと佐用町の仕事を中心にやってい

ただいている、この事業体、事業者についても、やはり人がほしいということで、できる

だけ、何とかないかということで、私たちも探しているわけです。 

    そのために、先ほども申し上げました、そういう人材を育成するためということで、宍

粟市に森林大学校という、県が設置していただいて、これに、私らも、かなり期待をした

んですけれども、なかなかやっぱり、そうした、山について、仕事と言っても、いろんな

仕事があります。 

    やはり、まずほしいのは、現場作業できる。伐採をして、搬出をして、そうした作業が

できる人材がほしいんですけど、これは、やはり経験を積まないとできない。だから、誰

も最初から経験がないので、若い人たちを採用しながら育成をしていくという過程を取ら

ないかんのですけれども、なかなか森林組合等にも、ほかのところにも就職をされている、

森林大学校のほうから、そういう就職をされておりますけども、やっぱり管理のほうなん

ですね。 

 

〔岡本安君「ん？」と呼ぶ〕 

 

町長（庵逧典章君）    管理。 

    今、私とこが、昨年、森林組合に大学の出身者を採用して、今、しているというように、

いろいろと運営を行うために、机上で計画をつくったり、現場へ出たり、管理をしたりと

いう、そういうことなら、ある程度、希望者もあるんですけども、現場で、チェーンソー

持って、また、ああした林業機械を使って伐採をして搬出をしていくというような現場作

業としての人材というのは、なかなか、募集をしているんですけれども、適任者がない状

況です。 

    そういう状況ですから、地域おこし協力隊というのは、非常に、それに期待をするとこ

ろも、いろんな分野で地域おこし協力隊を採用すれば、かなり、そういう問題が解決でき

るんじゃないかというような期待もあるんですけれども、現実として、そんなに簡単なも

のではありません。 

    特に、求めている人材というのは、本当に、山の作業というのは、私たちも十分知って

いるように、誰でもが簡単にできる仕事でもないですし、非常に厳しい仕事、危険な仕事

であります。 

    だから、そういう意味で、それだけに特化して募集することは、やぶさかではないんで

すけれども、やはり、それは、どこからでも来て、そういう人を採用して、そういう作業

に当たって、本当に、ある意味では、作業が、なかなか慣れない中で、無理にそういう仕

事に就いて、本当に大きな事故を起こしたり、その人の一生を台なしにするようなことは、
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これはできませんから、そのへんは、かなり慎重にやらんといかんというふうに、私は、

思っております。以上。 

 

〔岡本安君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員。 

 

11 番（岡本安夫君）    今、町長がおっしゃったこと、私も十分理解しております。  

    町長も、おそらく、若い頃、お父さんに連れられて山に行って、朝から下刈りをして、

昼間はちょっと寝て、また、行ったりなんていうような、そういうような話をされたこと

もありました。 

    我々の世代までは、やっぱり家の仕事としてやらされていたというのか、そういうので、

多少なりとも経験はあるんですけれども、町内でも、我々世代以下になると、ほとんど、

山に行ったことがないというような状態で、やはり町内で、なかなか、そういう人材を求

めるのも難しいような状況ですし、それと、まずは、仕事がきつい。大変だということが

分かっているので、なかなか、それをしようとする人がいない中で、１つは地域おこし協

力隊、募集をすれば、何人か来るかも分かりませんけれども、それを、いきなり危険なと

こにやるわけにいかないと、それも十分分かっているんですけれども、佐用町には、森林

組合含めて、上野組ですか、あそこも何人かのあれを、事業体が、上野組という事業体も

あるんですけれども、まずその、３年間の給与いうんですか、それが保障されていますか

らね、３年間は、まず、そこで訓練していただいて、３年ぐらいでは、なかなか一人前に

ならないとは思いますけれども、３年、５年、そこで育てながら使ってくれというふうな、

そういうことで、現場作業員を確保する必要があるんじゃないかと思います。  

    このまま、手をこまねいていては、本当にビジョンも条例も絵に描いた餅になり、結局

は人がいなかったということで、12 月の広報に、たまたま出ておったんですが、この内容

について、深堀するつもりは全くないんですけれども、町長の山・森・森林に対する熱い

思いが十分伝わってきていると思います。これを見て、よし山仕事してやろうというよう

な子は、おそらく出てこないと思いますけれども。  

    実は、もしかしたらいう可能性もないわけじゃないんです。  

    例えば、九州のほうでは、かなり大規模な森林組合がありまして、そこの若い職員がた

くさんいるんですけれども、私、以前、宍粟市のほうの国有林の間伐に行った時に、たま

たま、柳生木材ですか、そこの職員に会いましたら、どこから来たんですかと聞いたら、

実は九州からなんだということで、何で、わざわざこっち来たんだということで、あそこ

の森林組合では、若い人大勢おるがゆえに、自分がやりたい作業をさせてもらえないんだ

というようなことで、自分は、いつか将来、独立してやりたいがゆえに、いろんな仕事覚

えたいと。だから、こういうとこに来たんだというようなことがあり、あながち、地域お

こし協力隊で、何も経験のない人ではなくて、ある程度の条件さえ出せば、そういう意欲

のある、また、経験のある人が来てくれるかもしれないですから、何とかこう、人材確保

する１つの手段として、これも協力隊の募集を考えていく必要があるんじゃないかと思い

ますけど。 

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 
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町長（庵逧典章君）    よく、おっしゃっていただくことについては、私も同じですから、

何とか、そうした人材を確保し、育成もしていかなきゃいけない。これは、本当に、これ

からの山の管理や、今、考えているような、この計画、これを少しでも前へ進めていくた

めに、絶対必要なことだということは、よく分かっております。  

    地域おこし協力隊だけに頼るという形だけでは、なかなか難しい点もあろうかと思いま

すけれども、その点も含めて、十分考えて、できることはやっていきたいというふうに思

います。 

 

〔岡本安君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員。 

 

11 番（岡本安夫君）    そういうことで、十分承知しました。  

    続いて、２件目の質問にいきます。 

    いきなりですが、申し訳ありませんが、表題の訂正をお願いします。  

    佐用町特定不妊治療の後に助成をつけていただきまして、佐用町特定不妊治療助成の拡

充を求めるということで、質問します。 

    少子化対策支援として、国もやっと本腰を入れ、令和２年度第３次補正では、本年、令

和３年１月から所得制限を撤廃し、助成額を１回 15 万円から 30 万円にまで、また、助成

回数を生涯６回だったものを、1 子ごとに６回までにすると拡充されました。 

    さらに、来年度からは公的保険の適用になるそうです。 

    ３カ月ほど前に、佐用町特定不妊治療助成の恩恵を受けられて、赤ちゃんが産まれたと

いう方の話を、たまたま伺う機会がありました。大変、喜んでおられました。  

    いろんな話の中で、不妊治療は自由診療であり、病院や治療方法により、大変な費用が

かかる。利用回数の制限があり、治療を重ねても必ず妊娠するとは限らないこともあり、

心理的、経済的に大きな不安やストレスがかかっていたそうです。 

    国が、まだ、保険適用の概要の有無も、時期も明らかにされていないですが、佐用町独

自の子育て支援や少子化対策のアピールポイントになるよう、保険適用がされようとして

いるこの機会に、さらなる自己負担の軽減や特に助成回数の制限を増やすことなどの助成

制度の拡充ができないか、町長のお考えを伺います。 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

〔町長 庵逧典章君 登壇〕 

 

町長（庵逧典章君）    それでは、岡本安夫議員の２点目のご質問でございます佐用町特定

不妊治療助成の拡充を求めるという点について、お答えをさせていただきます。 

    近年の晩婚化などを背景に不妊治療を受けられるご夫婦が増加しておりまして、5.5 組

に１組の割合と言われております。 

    また、働きながら不妊治療を受ける方は増加傾向と考えられ、厚生労働省が行った調査

によりますと、仕事と不妊治療との両立ができずに 16％の方が離職をしているという、そ

ういう調査結果もあるというふうに聞いております。  

    また、不妊治療において、精神的な負担が大きいことに加えて、体外受精など治療が保

険適用でないため、経済的に負担も大きいということは言うまでもありません。 

    そこで、国や県では、経済的負担を軽減するために、特定不妊治療を受けた夫婦に対し



 58 

て、治療費の一部を助成を、現在しております。 

    また、不妊治療の保険適用を検討しつつ、国の令和２年度の第３次補正によって、これ

までの助成措置を大幅に拡充をして、所得制限をなくして、治療１回当たり上限 30 万円、

男性の不妊治療においても上限 30 万円を助成をし、対象となる治療について、１子ごとに

６回までの助成が受けられるよう給付内容が大幅に改正をされました。 

    対象となるのは、妻の年齢が 43 歳未満とされ、治療方法としては、体外受精、顕微授精、

凍結融解胚移植などとされております。 

    佐用町では、兵庫県の特定不妊治療助成制度に基づき、県からの助成を受けた方に対し

て、必要経費から県の助成額を控除した額に 10 万円を上限として、現在、助成をいたして

おります。 

    特定不妊治療は、医療機関により治療方針が異なることや対象となる夫婦の身体の状況、

さらに、１回の治療費が自由診療のために約 10 万円から約 80 万円くらいというふうに、

非常に幅広くて、自己負担が高額となる方もおられるというふうに聞いております。 

    特定不妊治療助成制度を利用された方は、平成 30 年度は町内で８組、延べ 12 件。令和

元年度は５組、延べ８件。令和２年度は４組、延べ４件。令和３年度は現時点で３組、延

べ３件と、平成 30 年度以降、合わせて 27 件の申請があり、そのうち、町の助成により自

己負担額がゼロとなったケースは 16 件となっております。 

    一方で、一部の方ですが、県及び町の助成制度を活用しても自己負担額が 38 万円を超え

るようなケースもあったということであります。 

    特定不妊治療をされて妊娠および出産に至ったケースは、平成 30 年度で８組中６件、令

和元年度で５組中２件、令和２年度で４組中２件、令和３年度は３組中２件であり、治療

者の約 60％が出産に至っております。 

    今後、国では、「子供を持ちたいという方々の気持ちに寄り添い、不妊治療への保険適

用を早急に実現する」という方針で、令和４年度からの特定不妊治療に対する保険適用の

検討がなされているということを聞いております。 

    現在では、まだ、特定不妊治療に対する保険適用はなされておりませんので、治療に要

した費用の全額を一度窓口で負担していただいた上で、後ほど、県や町からの助成が受け

られるために、先ほど申し上げたような高額な治療費を診療のたびに窓口で支払う必要が

ござますが、当然、保険適用となりますと、医療費に対する自己負担分のみを支払うため

に、医療機関での窓口負担は軽減はされます。 

    現段階では、保険適用後の自己負担について、従来の助成制度を国・県が支給方法を変

えて継続していくのか、否かの情報などがございませんが、助成制度など支援策の必要性

を含めて、当然、国の動向を見ながら、町としても、近隣の市町の動向も見て、できるだ

け負担が軽減できるように、検討をしてまいりたいというふうに考えているところであり

ます。 

    以上、ご質問に対する答弁とさせていただきます。  

 

〔岡本安君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員。 

 

11 番（岡本安夫君）    結局、自己負担、治療によってはゼロになっているんですね。  

    そのことは、ちょっと知りませんでしたけれども、私の知り合い、あるいは、そのほか

の方に聞いた話では、その方は、なかなか、自分が何ぼ要ったいうような話は、こういう

話は、なかなかしにくいものであれだったんですけれども、助成を幾ら受けたかは知りま
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せんけど、実際、どのくらい使われましたかと聞いたんです。 

    そうすると、軽四が買えるぐらいと言われたので、軽四って、今、軽四何ぼしよんかな

と思って聞いたら、これですかと聞いたら、いやいや、もう 200 万と、その方は、おっし

ゃったんです。ということであれなんです。 

    それと、たまたま、娘の知り合いが、すぐに今年産まれるんだけれども、いわゆる体外

受精でしたんだということで、その方の自己負担を聞いたら 100 万円使って 30 万円返っ

てきたと。これは、町内の人じゃないんですけども、というふうなことで、まだまだ、高

額負担されている方がいるんじゃないかということ。  

    それと、先ほど、話をした方によると、この助成制度自体を知らない人がいるんじゃな

いかというようなことを、おっしゃいまして、と言うのはと聞きますと、病院に行った時

に、そこの病院は、兵庫県では、こういう制度がありますよ。そして、各市町村でも、こう

いう制度がありますから、まず、兵庫県に申請して、それから、町に行かれたら助成受け

られますよというふうなことで、もしかしたら、先ほど、町長がおっしゃいました、今、

5.5 組に１組ぐらいは、不妊治療受けられていく方がいるんじゃないかというふうなこと

をおっしゃいました。 

    佐用町の出生者数から言うと、先ほど、平成 30 年からの利用者の方の数からいうと、も

しかしたら、知らないで、そのまま行っている人がいるんじゃないか。 

    あるいは、もう１つ、職場の理解が、なかなか得られないんじゃないんですかというよ

うなこともおっしゃっていました。 

    なので、佐用町だけじゃなくて、今、少子化問題というのが、大きな課題になっており

ます。子育て支援、十分にしているんですけれど、ここらあたり、子育て支援の、もう１

つ前の、子供が産まれる支援というの、助成額を見ると、そんなに大して佐用町、金額的

には助成していないですよね。まだまだ、出せるような余裕があるんじゃないかと思いま

す。佐用町で、子供を産むと、不妊治療には一切負担金要りませんよとぐらいな、思い切

った政策打ち出してもいいんじゃないかと思います。  

    それと、やはり、回数制限というのが、ものすごい不安になるそうです。その方も、顕

微授精いうんですか、それをやって、３回目か４回目の最後のあれで、やっとしたんだと

いうことで、やっぱり回数が迫ってくると、ものすごい不安、ストレスになるということ

で、ある県とか自治体みておって、もしかしたら、そういう回数や撤廃しているところも

あるんじゃないかと思います。どうです。ここで思い切って佐用町、自己負担ゼロにしま

すよとか、回数を撤廃しますよというような政策を打ち出す気はないですか。  

 

〔町長 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   庵逧町長。 

 

町長（庵逧典章君）    まだ、これだけの少子化の中で、結婚される若い人たちも町内少な

い。その中で、5.5 組に１人ぐらいが、今、そういう治療も受けられている調査結果もある

と。件数見ても、これまで、最近の例では 27 組ぐらいですね。 

    ですから、別に、今、言われるように、佐用町にとって、財政的に、それが非常に難しい

という問題では、当然ありません。 

    ただ、不妊治療というのは、私、詳しいことは、なかなか専門じゃないので分からない

んですけれども、保健師なりに、いろいろ聞いてみますと、非常に、そうした経済的な問

題よりも、やはり身体的に非常に負担のかかる治療。６回の、今、回数で、国が決めてい

ると。なかなか、６回不妊治療を受けるということ自体、これも逆に母子といいますか、
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特に女性の体にとって、あまり無理してしまうと、逆に、子供のことだけじゃなくて、自

分の体自体を痛めてしまう。そういうことも、やっぱり心配をされると。  

    そのへんがあって、あまり幾らでもやったらいいということではない。  

    特に、回数を、１年に何回もできるものではないらしいですね。その方の体の状況なり、

医師が診て、１年に１回できるのか、２回できるのか、私、分かりませんけれども、だか

ら、６回もしようとすると、何年もかかると。だから、そこになってくると、やはり、それ

を続けるということ自体を、逆に、制限をしていく必要があるだろうということでもあり

ます。 

    それから、現在でも、最近になって、国のこの助成というのが拡充されて、１回 30 万円

で、６回までできるとか、男性のほうに対しても同じようにできるようになっております。  

    一番問題は、やはり自由診療ですから、病院、医院の医師の自由裁量ですね、診療費と

いうのは。ですから、これまでも私どもの担当者のほうが調べて調査した結果、今、デー

タの中で、１回 10 万円ぐらいから 80 万円というような高額な医院まであるという実態が

あるわけです。 

    ですから、今、岡本議員が言われる、１人 200 万円ぐらいかかったと言われるのも、納

得はいくんですね。例えば、80 万円もかかるようなところで、そうした治療を受けられる

と、助成を、町の助成が 10 万円、30 万円、県の助成受けても、40 万円は自己負担が最終

的に要るわけですから、ですから、すぐに３回、４回受ければ 100 万円超えてしまいます

ね。ですから、これが、保険適用ということになると、診療報酬というのが、ある程度、規

定をされて、そういう診療に対しての点数によって、医院のほうも請求をしなきゃいけな

い。それによって、自己負担というのはかかる。その自己負担に対して、どう、これまで

のような助成を国としても、今でも６割ぐらいな人が、計算すると 27 件中 16 件ぐらいが、

ほとんど自己負担ゼロということであれば、６割ぐらいが、もう既に、その範囲内ででき

ているということなので、そういうふうな取扱いが継続できるかどうか、そのへんが、も

し国としては、保険診療だけという形になれば、その差額、自己負担分を町が助成もして

いくという方向も、これも、また、いろいろと検討していくということになろうかと思っ

ております。 

    ですから、非常に、そういうデリケートな、いろんな問題を抱えておりますので、ただ、

お金を助成して、どんどん不妊治療受けてくださいということを求めるというんですか、

推奨するということも、いろいろと、逆に、そうした健康上の問題、精神的な負担の問題、

いろいろとあるということも、これも当然、考慮に入れなきゃいけないということだと思

います。以上。 

 

〔岡本安君 挙手〕 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員。 

 

11 番（岡本安夫君）    おっしゃるとおり、非常にデリケートな問題があると思います。  

    そこで、やはり、ひとつ経済的負担というのが、１つのハードルになっているのであれ

ば、ハードルを下げるということはできないんですけれども、やはり、ちょっと、踏み段

ぐらい貸してあげるとか、そういうこともあり。  

    それから、町のあり方いうんですか、町の雰囲気として、やはり若い人に優しい町いう

んですか、そういうイメージいうんですか、そういうのもつくっていくにも、いいんじゃ

ないかなと思います。すぐに、他市町の動向見て、あるいは近隣の動向を見てとかいうよ

うなことがあるんですけれども、やはり、たまには、何か一番に宣言するというようなこ
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とも必要じゃないかと思います。 

    移住とか定住を促進していく中で、もしかしたら、そのことで人が来てれるかもしれま

せん。それによって、一気に増えるということはありませんけど、やっぱり、少子化対策、

人口減対策というのは、本当に小さなことの積み重ねが重要ではないかと思います。 

    今まで、こういうことを検討されたかどうか知りませんけれども、これを機会に、本当

に十分検討されて、今後のまちづくりに生かしていただいて、佐用町は、本当に若者に優

しい町なんだなという、そういうイメージもつくっていただけたらなと思います。  

    そういうことで、質問終わります。 

 

副議長（小林裕和君）   岡本安夫議員の発言は終わりました。  

    お諮りします。あと４名の方の質問が残っておりますが、これで本日の日程は終了した

いと思います。これに、ご異議ございませんか。 

 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

副議長（小林裕和君）   ご異議なしと認めますので、これにて本日の日程を終了します。 

    次の本会議は、明日、９日、午前 10 時より再開します。 

    それでは、本日は、これにて散会します。どうも御苦労さまでした。 

 

 

午後０４時１１分 散会 

 


